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はじめに 

 

国、地方公共団体、原子力事業者等が参加し、原子力災害発生時の対応体制を検証する

ため、令和４年１１月４日（金）、５日（土）及び６日（日）に関西電力株式会社 美浜

発電所を対象とし、原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号。以下「原災

法」という。）第１３条第１項に基づく計画により、原子力総合防災訓練を実施した。 

訓練は、内閣総理大臣が作成し、令和４年９月２８日に原子力規制委員会より適当との

意見聴取結果を受けた訓練計画（第１節に概要を記載）に基づき、「美浜地域の緊急時対

応」に定められた避難計画を検証することなどを目的として、内閣総理大臣をはじめとす

る関係閣僚、指定行政機関、指定公共機関、地方公共団体、原子力事業者等の参加の下で

行い、原子力災害発生時の対応について確認した。 

訓練後には、訓練参加者の自己評価、外部専門家及び評価員による外部評価の結果から

課題等を抽出し、今後の各種計画・マニュアル等の見直し等に活かすこととした。 

この「実施成果報告書」では、 

・ 第１節において、原子力総合防災訓練の概要（目的、実施時期、対象事業所、実施

場所等、参加機関、原子力総合防災訓練までの段階的訓練、訓練の継続的改善） 

・ 第２節において、原子力総合防災訓練の評価要領等（評価目的、評価の進め方） 

・ 第３節において、原子力総合防災訓練の評価結果（重点訓練項目、訓練実施項目、

訓練方法）、外部専門家の提言等 

を取りまとめた。 

また、「資料」では、 

・ 報告書の本文の参考となる図、表、訓練使用資料、写真 

を取りまとめた。 

さらに、「訓練参加者アンケート報告書」では、 

・ 原子力総合防災訓練の評価に当たり参考としたアンケートのデータ（概要、目的、

回答者の属性、結果、分析） 

を取りまとめた。
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第１節 令和４年度原子力総合防災訓練の概要 

 

本年度の原子力総合防災訓練の目的、実施時期、対象事業所、実施場所等、参加機

関、訓練の概要等及び特記事項は、以下のとおり。（資料１参照） 

 

１ 目 的 

原子力総合防災訓練は、原子力災害発生時の対応体制を検証すること等を目的とし

て原災法に基づき、原子力緊急事態を想定して、国、地方公共団体、原子力事業者等

が合同で実施する訓練である。 

令和４年度の原子力総合防災訓練は、以下を訓練目的として実施した。 

ⅰ） 国、地方公共団体及び原子力事業者における防災体制や関係機関における協力体

制の実効性の確認 

ⅱ） 原子力緊急事態における中央と現地の体制やマニュアルに定められた手順の確認 

ⅲ） 「美浜地域の緊急時対応」に定められた避難計画の検証 

ⅳ） 訓練結果を踏まえた教訓事項の抽出、緊急時対応等の検討 

ⅴ） 原子力災害対策に係る要員の技能の習熟及び原子力防災に関する住民理解の促進 

 
２ 実施時期 

令和４年１１月 ４日（金）１４：００～１８：１５ 

５日（土） ８：３０～１７：００ 

６日（日） ８：３０～１３：００（資料３、４参照） 

 
３ 訓練の対象となる事業所 

関西電力株式会社 美浜発電所 

 
４ 実施場所等 

首相官邸、内閣府本府、原子力規制庁緊急時対応センター、福井県美浜原子力防災

センター（美浜オフサイトセンター）、福井県庁、美浜町役場、敦賀市役所、若狭町

役場、小浜市役所、南越前町役場、越前市役所、越前町役場、滋賀県庁、長浜市役

所、高島市役所、岐阜県庁、揖斐川町役場、関西電力株式会社原子力事業本部、関西

電力株式会社美浜発電所 等（資料５参照） 

 
５ 参加機関 

５．１ 指定行政機関等 

内閣官房、内閣府、国家公安委員会、警察庁、消費者庁、総務省、消防庁、法務

省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、資源エネ

ルギー庁、国土交通省、気象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会、防衛省 

 
５．２ 指定地方行政機関等 

中部管区警察局、近畿地方整備局、中部運輸局、東京管区気象台、福井地方気象

台、彦根地方気象台、第八管区海上保安本部(敦賀海上保安部、小浜海上保安署)、

陸上自衛隊中部方面隊、陸上自衛隊第３師団、陸上自衛隊第１０師団、航空総隊、

航空支援集団、航空自衛隊第１２高射隊、海上自衛隊舞鶴地方隊、自衛隊福井地方

協力本部、美浜原子力規制事務所 等 
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５．３ 地方公共団体等 

福井県、石川県、兵庫県、滋賀県、岐阜県、奈良県、関西広域連合、美浜町、敦

賀市、若狭町、小浜市、南越前町、越前市、越前町、おおい町、坂井市、永平寺

町、小松市、姫路市、三木市、天理市、長浜市、高島市、大津市、揖斐川町、警視

庁、埼玉県警察、福井県警察、石川県警察、滋賀県警察、 岐阜県警察、福井県教

育委員会、滋賀県教育委員会、福井市消防局、敦賀美方消防組合消防本部、若狭消

防組合消防本部、湖北地域消防本部、高島市消防本部、揖斐郡消防組合消防本部 

等 

 

５．４ 指定公共機関等 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構、日本原子力発電株式会社、西日本電信電話株式会社福井支店、ＫＤＤＩ

株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、ソフトバンク株式会社、日本赤十字社福井県支

部、中日本高速道路株式会社金沢支社 等 

 

５．５ 指定地方公共機関等 

一般社団法人福井県トラック協会、一般社団法人兵庫県トラック協会、公益社団

法人福井県バス協会、一般社団法人滋賀県バス協会、公益社団法人岐阜県バス協会 

等 

 

５．６ 原子力事業者 

関西電力株式会社、日本原子力発電株式会社(美浜原子力緊急事態支援センター)

等 

 

５．７ その他 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構、一般社団法人福井県医師会、社団法人

揖斐郡医師会、一般社団法人福井県薬剤師会、一般社団法人湖北薬剤師会、高島市

薬剤師会、一般社団法人揖斐郡薬剤師会、福井県漁業協同組合、公益社団法人福井

県診療放射線技師会、公益社団法人滋賀県診療放射線技師会、公益社団法人京都府

放射線技師会、公益社団法人大阪府診療放射線技師会、公益社団法人兵庫県放射線

技師会、公益社団法人奈良県診療放射線技師会、一般社団法人和歌山県放射線技師

会、福井県立病院、福井大学医学部附属病院、長浜赤十字病院、大津赤十字病院、

滋賀医科大学医学部附属病院、近江八幡市立総合医療センター、市立長浜病院、長

浜市立湖北病院、高島市民病院、岐阜大学医学部附属病院、一般社団法人岐阜県診

療放射線技師会、社会福祉法人高島市社会福祉協議会 等 
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５．８ 訓練参加数 

参加機関     １４６機関 

参加人数   約４，１８０人※ （うち、１，１０７人の住民が参加） 

［内訳］ 指定行政機関等 ２２機関   ４０８人    

 指定地方行政機関等 １９機関   ２０１人    

 地方公共団体等 ４５機関 １，６０８人    

 指定公共機関等 ５機関    ４６人    

 指定地方公共機関等 ７機関    ７８人    

 原子力事業者 １４機関   ４９５人    

 その他関係機関 ３４機関   ２３２人    

 避難・一時移転等参加住民数 １，１０７人    

※：参加登録等集計値  （資料２参照） 

 

６ 訓練の概要 

６．１ 訓練シナリオ 

６．１．１ 事故想定 

・ 美浜発電所の３号機において全面緊急事態に至る事象を想定 

・ 発災前の設定 

１・２号機：廃止措置中 

３号機  ：定格熱出力一定運転中 

・ 福井県嶺南地方を震源とした地震の発生により、運転中の美浜発電所３号機

は緊急停止する。さらには、設備の故障が重なり、施設敷地緊急事態、全面

緊急事態に至る。 

なお、原子力総合防災訓練は、万が一の原子力発電所の事故を想定した訓練

であり、あえて設計基準対象施設及び重大事故等対処設備等が故障等により

機能せず、全面緊急事態に至る事故が発生することを想定して行うことと

し、美浜発電所３号機において、全面緊急事態に至る事象を想定した。 

訓練２日目以降に行う放射性物質放出後の対応訓練については、モニタリン

グデータ等の状況付与に基づき行うこととし、放射性物質放出に至る事故シ

ナリオは設定しない。 

 

６．１．２ 訓練時間の制約と効果的訓練の吻合 

訓練時間の制約をできるだけ克服し、訓練効果を上げるため、訓練２日目に

おいて、訓練時間のスキップ（訓練日時の早送り）を２回行った。この際、訓

練参加者の混乱を局限するため、特に２回目のスキップに際しては、訓練の中

断（休憩）と訓練統制部からの状況説明後に訓練を再開することとし、意思決

定訓練の中で、原子力災害対策重点区域のうち、緊急防護措置を準備する区域

（以下「ＵＰＺ」という。）住民の一時移転の検討プロセス（一時移転対象区

域の検討及び対象区域の住民防護措置に係る検討等）に特化した訓練に臨むこ

ととした。（資料４参照） 

なお、実動を伴う住民避難訓練については、要素訓練として、意思決定訓練

の訓練時程とは切り離して個別に実施した。 

 



第１節 令和４年度原子力総合防災訓練の概要 

5 

６．２ 訓練の重点項目 

事態の進展に応じて、初動対応に係る訓練から全面緊急事態を受けた実動訓練ま

で、以下に示す３項目を重点項目として実施した。（資料３参照） 
 

項目１：迅速な初動体制の確立 

国、地方公共団体及び原子力事業者において、それぞれの初動体制の確立に向

け、要員の参集及び現状把握を行い、テレビ会議システム等を活用し、関係機関相

互の情報共有を図る。また、緊急輸送関係省庁又は民間輸送機関により、内閣府副

大臣（原子力防災担当）、国の職員及び専門家を緊急事態応急対策等拠点施設（福

井県美浜原子力防災センター。以下「ＯＦＣ」という。）、原子力施設事態即応セ

ンター（関西電力株式会社本店。以下「即応センター」という。）等に派遣する。 

 

項目２：中央と現地組織の連携による防護措置の実施等に係る意思決定 

首相官邸（以下「官邸」という。）、内閣府本府、原子力規制庁緊急時対応セン

ター（以下「ＥＲＣ」という。）、ＯＦＣ、原子力利用省庁執務室、福井県庁、滋

賀県庁及び岐阜県庁等の各拠点において、緊急時の対応体制を確立する。自然災害

及び原子力災害の複合災害の発生を想定し、中央において原子力災害に係る本部会

議を開催するとともに、現地組織も含めた情報共有、意思決定、指示・調整を一元

的に行う。併せて、防護措置の実施等に関する意思決定を行い、決定した内容につ

いて対象となる地方公共団体への指示等を実施する。 

 

項目３：県内外への住民避難、屋内退避等 

ⅰ） 施設敷地緊急事態及び全面緊急事態を受けて、民間輸送機関等の支援を受け

つつ、原子力災害対策重点区域のうち、予防的防護措置を準備する区域（以

下「ＰＡＺ」という。）内の住民の避難を行う。また、ＵＰＺ内の住民につ

いて屋内退避を実施するとともに、屋内退避の意義等の理解促進を図る。 

ⅱ） 緊急時モニタリング実施計画に基づき、緊急時モニタリングを実施する。 

ⅲ） 放射性物質の放出を想定し、運用上の介入レベル（以下「ＯＩＬ」とい

う。）の基準に基づき、ＯＩＬ２の基準を超過したことに伴い、ＵＰＺ内の

一部地域の住民について、安定ヨウ素剤の緊急配布、県内外への一時移転、

避難退域時検査等を実施する。 

 
７ 原子力総合防災訓練までの段階的訓練 

原子力総合防災訓練の実施に当たっては、より効果的な成果が得られるよう、事前

に計７回に及ぶ訓練等を段階的に実施した。初度段階として、官邸、内閣府本府及び

ＥＲＣの立上げや機材の取扱いに係る基礎的訓練を行って要員個人の能力向上を図

り、実践段階として、各機能班及び各拠点が組織的活動を行って活動要領や連携要領

を確認するための訓練を積み重ねた。これらの訓練を通じて、要員個人の能力を磨き

ながら組織的活動要領の習熟を図るとともに、各事態における防護措置や指示文・公

示文等の各種案文、実災害時において避難等の意思決定を図るために必要となる基礎

資料の準備を進めた。 
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８ 訓練の継続的改善 

原子力総合防災訓練の実施に当たっては、あらかじめ定めた訓練の目的・目標が達

成できるよう段階的に訓練を実施するとともに、個々の訓練項目・内容ごとに充実や

高度化を図ることにより、訓練の継続的な改善を図った。（資料６、７参照） 
 

９ 本年度の原子力総合防災訓練に係る特記事項 

本年度の原子力総合防災訓練の実施に当たっては、訓練目的の達成を目指す中で、

特に以下の３項目について着目し、訓練計画に含めて実施して成果を得た。（資料１

参照） 

なお、特記した事項に関連した成果の細部は第３節の評価結果に含めて記述する。 

 

ⅰ） 実動組織等のあらゆる手段を用いた県内外への広域的な住民避難の実効性の確認 

コロナ禍において初めてとなる住民参加での訓練を３年ぶりに実現し、住民の理

解の促進と課題の抽出に繋がった。 

 

ⅱ） 作り込まれた事前のシナリオを極力排したブラインド訓練の追求 

住民の一時移転に係る検討プロセスに焦点を当てたブラインド訓練を実施。要員

の一時移転に係るオペレーションの練度向上に繋げるため、訓練中の議論の発散を

抑止する企画を行った。一方で、特定の訓練項目に焦点を当てたことで、中央にお

ける検討ができなかった項目も存在した。 

 

ⅲ） 国家備蓄安定ヨウ素剤輸送、内閣府本府庁舎を活用した拠点運用等、新たな対応

手順の確認 

原子力災害対策マニュアル（以下「原災マニュアル」という。）の改訂に伴う新

たな対応として、国家備蓄安定ヨウ素剤の輸送実施手順の確認を行ったほか、内閣

府本府庁舎を活用した官邸チームの拠点展開では、官邸チームの活動拠点としての

環境の改善につながった。一方で、拠点間の連携等については引き続き改善、練度

向上に努める必要がある項目を確認した。
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第２節 令和４年度原子力総合防災訓練の評価要領等 

 

本年度の原子力総合防災訓練の 

・ 評価目的 

・ 評価の進め方（評価種別・方法、評価体制、評価要領、評価に当たり重視した活

動、評価の視点、訓練の振り返り、評価結果の整理） 

は、以下のとおり。 

 

１ 評価目的 

令和４年度原子力総合防災訓練を通し、国、地方公共団体、原子力事業者等が事態

の進展に応じて行う応急対策業務に係る活動状況を評価することにより、防災体制及

び関係機関の協力体制の確認、避難計画の検証及び改善に活かすことを目的とする。 

 

２ 評価の進め方 

２．１ 評価種別・方法 

自己評価及び外部評価により、訓練対象（計画、リソース、個人能力、組織能

力）の評価及び訓練方法（訓練内容、訓練方式等）の評価を実施した。（資料８参

照） 

 

ⅰ） 自己評価 

自己評価は、各訓練拠点の訓練参加者の振り返り、アンケート等により訓練

における良好点及び改善点を抽出した。 

 

ⅱ） 外部評価 

外部評価は、原子力防災専門官、上席放射線防災専門官、委託評価員をもっ

て、中央及び現地の各拠点等、発電所及び一部の実動訓練における活動を評価

チェックシート及び活動記録票（観察による気づきを時系列で記載）を記録す

ることにより実施した。また、専門性に立脚した指摘と評価結果の妥当性及び

公平性の確保を目的として、外部専門家により、中央、現地の各拠点等及び発

電所において、それぞれの視点に基づく評価を実施した。（資料９参照） 

 

２．２ 評価体制 

評価体制は、評価総括責任者を内閣府政策統括官（原子力防災担当）とし、各拠

点に原子力防災専門官、上席放射線防災専門官、委託評価員及び外部専門家を配置

して評価を行った。 

 

２．３ 評価要領 

内閣総理大臣が作成した訓練計画の目的（第１節１参照）を踏まえ、訓練計画に

記載された３つの「重点訓練項目」（第１節６．４参照）及び２６の「訓練実施項

目」（資料６参照）について適切に評価を行い、課題を抽出するため、 

・ 訓練参加者が、重点訓練項目及び訓練実施項目ごとに、記載された訓練内容そ

のものを達成したかどうかの結果を評価する「実績評価」と、 
・ 訓練参加者が、重点訓練項目及び訓練実施項目について、原災マニュアル等に
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記載された手順どおりに、一定時間内に実施できたかなどの経過を評価する

「プロセス評価」を行うとともに、「総合評価」として、 
・ 訓練参加者の訓練活動の前提となる成立要件である計画・マニュアル等、リソ

ース（要員・資機材等）、個人能力及び組織能力に着目して、実績やプロセス

が適切・不適切であったかの要因分析を行い、教訓の抽出・整理を行う「訓練

対象の評価」と、 

・ 訓練の充実・高度化に着目して、訓練方式や訓練内容（シナリオ、状況付与

等）を分析し、教訓を抽出・整理する「訓練方法の評価」を行った。（資料１

０～１２参照） 

これらの評価手法の要領は、以下のとおりである。 

 

ⅰ） 実績評価 

訓練計画の２６の「訓練実施項目」ごとに、その要素となる主要活動項目※に

係る活動を訓練参加者が実施した結果を評価した。（資料６参照） 

※：主要活動項目：訓練対象者が訓練中に実施する「訓練実施項目」ごとの主要な活動項目

であり、訓練の実施状況の把握、その結果の検証を的確に行うため、訓練目標ごとに設

定した指標 

 

ⅱ） プロセス評価 

訓練参加者の活動手順や経過を評価した。具体的には、訓練において実施した

活動が、定められた手順どおりに実施できたか、必要な検討を行った上で行動を

決定できたか、一定時間内に実施することができたかなどを評価した。それぞれ

の活動検証要素※１を実施したか、しなかったか、一定時間内に実施したかなど

を評価基準※２とした。 

※１：活動検証要素：主要活動項目ごとに、訓練対象者の活動として検証すべき要素 

※２：評価基準：主要活動項目ごとの実績目標の到達度を評価するため、活動検証要素ごと

に具体的な基準として定め、評価者は、この評価基準を基に訓練の評価（プロセス評

価）を行った。なお、評価基準の設定に当たっては、活動の成立要件を踏まえて設定

した。 

 

ⅲ） 総合評価 

・ 訓練対象の評価 

訓練参加者の活動の実績及びプロセスの評価に際しては、訓練参加者の訓練

中の行動の正否のみならず、その活動の成立要件となる計画（計画・マニュア

ル等）、リソース（要員・資機材等）、個人能力（技術、意識・理解等）及び

組織能力（情報管理、意思決定、指揮統制、連携等）に着目して、実績やプロ

セスが不適切であった要因の分析による教訓の抽出を行った。 

・ 訓練方法の評価 

原子力防災の継続的改善を進めるためには、実践的な訓練により抽出された

教訓に基づき、地域防災計画・避難計画や緊急時の対応体制、関係マニュアル

等の改善のほか、訓練方法の評価も行い、訓練の効果を高めることが重要であ

ることから、訓練の充実・高度化に着目して、訓練方法の評価も行った。 
具体的には、訓練の目的を踏まえ、訓練実施項目に応じた訓練内容、訓練方
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式であったかどうかや、訓練目的に沿ったシナリオ・状況付与であったかどう

かについて確認し、教訓の抽出・整理を行った。 
 

２．４ 評価に当たり重視した活動 

評価に当たっては、各拠点における防護措置の策定や意思決定に重要となる情報

の収集・要領、調整・連携要領について、特に以下の活動を重視して評価を実施し

た。 

 

ⅰ） 迅速な初動体制の確立 

・ 各拠点における要員の迅速な参集 

・ 関係機関相互の情報共有 

・ 国の職員等の現地への派遣 

 

ⅱ） 中央と現地組織の連携による防護措置の実施等に係る意思決定 

・ 各拠点における緊急時の対応体制の確立 

・ 中央と現地組織との情報共有、意思決定、指示・調整の一元的実行 

・ 防護措置の実施等に関する意思決定及び地方公共団体への指示等の実施 

 

ⅲ） 県内外への住民避難、屋内退避等 

・ ＵＰＺ内一部住民の一時移転の検討プロセス（一時移転対象区域の検討及び

対象区域の住民防護措置に係る検討等）に特化した意思決定訓練の実施 

・ ＰＡＺ内の住民（施設敷地緊急事態要避難者含む。）の避難及びＵＰＺ内の

住民の屋内退避の実施 

・ 緊急時モニタリング計画に基づく緊急時モニタリングの実施 

・ ＵＰＺ内住民への安定ヨウ素剤緊急配布、一時移転及び避難退域時検査等の

実施 

 

２．５ 評価の視点 

２．４に示したような、評価に当たり重視した、各事態における体制の確立、防

護措置に係る意思決定とその実施等の活動について、官邸及び内閣府本府、ＥＲ

Ｃ、ＯＦＣ、県災害対策本部等の運営や各機能班の連携等の評価を行うに当たって

は、以下のとおり、適時性・先行性・並行性・完全性が確保されているかの視点か

ら評価を行った。 

 

ⅰ） 適時性（業務計画） 

・ 「いつ、何を」しなければいけないかを判断しているか、業務（見積り、計

画作成・修正等）の焦点、優先順位を設定しているか。 

・ 所要の時期（会議、避難開始）までに作業をしているか。 

 

ⅱ） 先行性（事前準備） 

・ プラントの事故進展や住民避難（原災法第１０条、原災法第１５条、放射性

物質放出後のＯＩＬ２（地表面からの放射線、再浮遊した放射性物質の吸

入、不注意な経口摂取による被ばく影響を防止するため、地域生産物の摂取
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を制限するとともに、住民等を１週間程度内に一時移転させるための基

準））の状況を判断し、所掌事項について継続的に見積りを行い、避難計画

の実施に向けて先行的に準備をしているか。 

 

ⅲ） 並行性（相互調整） 

・ 国から関係機関（地方公共団体、実動組織、指定公共機関等）まで及び各拠

点内の機能班等が同時並行的に情報共有、相互調整等を行い、時間の節約、

問題点を早期に発見して、解決を容易にして調整を円滑にしているか。 

 

ⅳ） 完全性（実施結果） 

・ 避難計画、美浜地域の緊急時対応の実施を十分に具現できるよう作業をして

いるか。 

・ 業務の重要な状況変化等のタイミング（原災法第１０条、原災法第１５条、

放射性物質放出後のＯＩＬ２の判断（それぞれ予期を含む。））において、

適時、情報共有して業務を進めているか。 

・ 避難状況の確認を確実に実施しているか。 

 

２．６ 事後検討会の実施 

訓練終了後、事後検討会を実施し、訓練参加者（国の機能班要員）、訓練統制部

により、訓練で確認した成果、教訓等（自己評価及び外部評価結果の取りまとめを

整理。）の共有を図るとともに、主に体制面に係る課題、拠点や機能班を跨ぐ横断

的な課題及び訓練方法に係る課題等について意見交換を行い、訓練参加者に対する

教訓のフィードバックを図ったほか、この意見交換の結果は、本報告書の評価結果

にも反映した。 

 

２．７ 評価結果の整理 

各評価の対象とした活動については、総合評価の観点から次節第１及び第２にそ

の活動の成立要件となる計画、リソース、個人能力及び組織能力に着目して自己評

価及び外部評価を分析し、統合する等により整理したほか、次節第３において訓練

方法に係る評価を取りまとめた。
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第３節 令和４年度原子力総合防災訓練の評価結果 

 

本年度の原子力総合防災訓練のうち、 

・ 重点訓練項目ごと 

・ 訓練実施項目ごと（本部等運営訓練、その他訓練項目及び原子力事業者が参加主体

となる訓練） 

・ 訓練方法 

の評価結果を以下のとおりとりまとめた。 

 

１ 重点訓練項目に係る評価結果 

本年度の原子力総合防災訓練の重点訓練項目評価結果は、以下のとおり。 

 

１．１ 迅速な初動体制の確立訓練 

１．１．１ 実施概要 

警戒事態の発生を受け、ＥＲＣでは、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合

同警戒本部（以下「事故警戒本部」という。）の設置等に係る措置を行うととも

に、関係省庁及び関係地方公共団体との情報連絡体制を確立した。事後の事態進

展の可能性を踏まえた事故警戒本部からの要請に基づき、福井県、美浜町及び敦

賀市におけるＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を実施するととも

に、緊急時モニタリングセンター（以下「ＥＭＣ」という。）の設置準備を実施

した。また、ＯＦＣに原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同現地警戒本部

（以下「事故現地警戒本部」という。）を設置した。 

その後、施設敷地緊急事態の発生を受け、官邸、内閣府本府及びＥＲＣでは、

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部（以下「事故対策本部」とい

う。）の設置等を行うとともに、ＯＦＣへの内閣府副大臣（原子力防災担当）を

はじめとする内閣府、原子力規制庁等の職員の緊急派遣、ＥＭＣ及び即応センタ

ーへの原子力規制庁職員の緊急派遣及び全面緊急事態に備えた関係省庁の職員等

の派遣準備の要請を実施した。また、ＯＦＣに原子力規制委員会・内閣府原子力

事故合同現地対策本部（以下「事故現地対策本部」という。）を設置した。 

 

１．１．２ 評価結果 

原災マニュアルの改訂に伴う内閣府本府庁舎を活用した官邸チームの拠点展開

では、官邸チームの活動拠点としての環境の改善につながった一方で、統合原子

力防災ネットワーク等の立上げ作業の改善、各機能班同士の連携や情報伝達の更

なる改善等、引き続き練度向上に努める必要があることも確認した。 

現地においては、国の派遣要員が到着するまでの間、中央と現地参集者の連携

による組織的な活動体制の向上策として、中央からの積極的な働き掛けの要領等

について、国が主体となり継続して検討する必要があることを確認した。 
 

１．２ 中央と現地組織の連携による防護措置の実施等に係る意思決定訓練 

１．２．１ 実施概要 

（１） 警戒事態 

警戒事態における防護措置準備の要請を実施するとともに、施設敷地緊急事
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態への事態進展に備え、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者の避難準備、安

定ヨウ素剤の配布及び緊急時モニタリングの準備要請及び必要な防護措置の策

定準備を行った。具体的には、福井県において、地震に対する安全確保、新型

コロナウイルス感染症対策を講じた上で、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難

者の避難準備及び避難の実施により健康リスクが高まる者の放射線防護対策施

設への屋内退避準備等を行った。（資料１３、１４参照） 

 

（２） 施設敷地緊急事態 

施設敷地緊急事態における防護措置の要請を実施するとともに、ＯＦＣにお

いて、事故現地警戒本部及び現地事故対策連絡会議合同会議（以下「事故連合

同会議」という。）を開催し、地方公共団体等の現地組織要員に対し、プラン

ト状況、国の要請内容及び施設敷地緊急事態における防護措置実施状況等を共

有した。また、全面緊急事態への事態進展に備え、必要な防護措置の策定準備

を行った。具体的には、福井県において、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難

者の避難、避難の実施により健康リスクが高まる者の放射線防護対策施設への

屋内退避及びＰＡＺ内住民の避難準備等を行うこととした。また、ＵＰＺ内住

民の屋内退避準備を行った。（資料１８～２０参照） 

 

（３） 全面緊急事態 

全面緊急事態の発生を受け、中央において原子力緊急事態宣言の発出、原子

力災害対策本部（以下「原災本部」という。）の設置を行い、全面緊急事態に

おける避難指示を発出するとともに、ＯＦＣにおいて、ＰＡＺ内の施設敷地緊

急事態要避難者の避難状況や、プラントの状況及び被害復旧に係る状況を集約

しつつ、原災本部会議、避難指示、防護措置等の内容及び地方公共団体の対応

状況の確認等を目的とした、原子力災害現地対策本部（以下「原災現地本部」

という。）及び原子力災害合同対策協議会全体会議（以下「合対協全体会議」

という。）を開催した。具体的には、ＰＡＺ内住民の避難及び安定ヨウ素剤の

服用等を決定し、併せてＵＰＺ内住民の屋内退避を行うこととした。（資料２

４～２６参照） 

 

（４） ＵＰＺ内一部住民の一時移転 

全面緊急事態となった以降、一部の地区においてＯＩＬ２の基準を超える空

間放射線量率が継続して計測されたことから、原災本部では一時移転の対象と

なる地域を特定し、一時移転の指示を行った。また、ＯＦＣにおける合対協で

は、一時移転等に係る防護措置の内容を確認した。（資料２７～３２参照） 

 

１．２．２ 評価結果 

一時移転の避難経路の検討、避難退域時検査場所の選定などについて、国、地

方公共団体及び実動組織等による一元的な調整、協議の場を設け、認識を共有し

た上で、具体的な一時移転計画を決定することができた。 
この際、訓練時間の制約、訓練対象を明確にしたことから、今回の訓練では実

施できない項目も存在した。 
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また、統合原子力防災ネットワークに組み込まれた原子力防災システム（（Nu

clear emergency Information Sharing System）以下「ＮＩＳＳ」という。）の

運用要領について、情報共有の精度向上のためには、ＮＩＳＳをより有効に活用

する必要があり、運用上のルールを一層深化させるとともに、機能の向上を図る

ことについて引き続き追及する必要があることも確認した。 

 

１．３ 県内外への住民避難、屋内退避等 

１．３．１ 実施概要 

（１） 施設敷地緊急事態要避難者の避難 

事故対策本部からの要請を受け、あらかじめ検討していた美浜地域の緊急時

対応に基づく施設敷地緊急事態における対応の実施方針により、国、福井県、

美浜町及び関係機関が連携し、地震に対する安全確保、新型コロナウイルス感

染症対策を講じた上で、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者の避難を要素訓

練として実動訓練により実施し、関係機関の連携を含む施設敷地緊急事態要避

難者の避難に係る基本的手順を確認した。 

 

（２） ＰＡＺ内住民の避難 

原子力緊急事態宣言後、国の指示を受け、合対協で確認した美浜地域の緊急

時対応に基づく全面緊急事態における対応の実施方針により、国、福井県、美

浜町、敦賀市及び関係機関が連携し、地震に対する安全確保、新型コロナウイ

ルス感染症対策を講じた上で、ＰＡＺ内の住民避難を要素訓練として実動訓練

により実施し、関係機関の連携を含む住民避難に係る基本的手順を確認した。 

 

（３） ＵＰＺ内一部住民の一時移転 

全面緊急事態における意思決定訓練において、一時移転の検討、移転指示発

出の一連のプロセスを確認するとともに、要素訓練として実動訓練により各所

でＵＰＺ内住民の県内外への避難を含む一時移転の訓練を実施し、新型コロナ

ウイルス感染症対策を講じた上で、安定ヨウ素剤の緊急配布、避難退域時検査

場所の開設・運営など一連の対応を実施した。これにより、関係機関の連携を

含む住民の一時移転に係るオペレーションの基本的手順を確認した。 

 

１．３．２ 評価結果 

実動訓練において、孤立地域の避難を想定した多様な手段による避難訓練を行

い、住民の緊急時対応への理解向上を図った。この際、天候不良等により、計画

を変更し、代替手段を用いて避難を継続させた項目もあり、実災害時の対応にお

いても活用できる臨機な対応としての成果を得た。 
県内外への一時移転について、意思決定訓練による一連の検討のほか、住民参

加の実動訓練を行うことで緊急時対応の計画を検証しつつ、住民の理解を促進す

ることができた。併せて、実動訓練においては防災ＤＸ（防災分野のＤＸ（デジ

タル・トランスフォーメーション）化）の導入により、住民避難の円滑化、避難

所の通信環境の充実などに取組み、有効性を確認することができた。一方で、さ

らなる改善・向上に向けた検討の余地のあることも確認した。 
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２ 訓練実施項目ごとの評価結果 

・ 本部等運営に関する訓練項目 
・ その他訓練項目 
・ 原子力事業者が参加主体となる訓練 
の評価結果は、以下のとおり。 

 

２．１ 本部等運営に関する訓練項目 

２．１．１ 原子力災害対策本部等運営訓練 

（１） 訓練概要 

警戒事態発生に伴う事故警戒本部、施設敷地緊急事態発生に伴う事故対策本

部及び全面緊急事態発生に伴う原災本部を設置するとともに、各本部の運営を

通じた関係機関の情報共有、連絡調整、意思決定等を行った。 

 

（２） 訓練参加機関 

内閣官房、内閣府、国家公安委員会、警察庁、消費者庁、総務省、消防庁、

法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業

省、資源エネルギー庁、国土交通省、気象庁、海上保安庁、環境省、原子力規

制委員会、防衛省 

 

（３） 実施概要 

① 官邸・内閣府本府 

ア 警戒事態 

地震発生後、直ちに内閣府及び原子力規制庁の職員が、官邸及び内閣府

に参集し、情報収集等の初動対応を行うとともに、事態の進展に備え、官

邸及び内閣府において事務局立上げ準備を実施した。（資料１５参照） 

イ 施設敷地緊急事態 

施設敷地緊急事態発生後、直ちに内閣府特命担当大臣（原子力防災）及

び原子力規制委員会委員長を本部長とする事故対策本部を設置し、ＰＡＺ

内の施設敷地緊急事態要避難者の避難、全面緊急事態に備えた避難準備等

の実施及び内閣府副大臣（原子力防災担当）をはじめとする国の職員・専

門家の現地への緊急輸送等の調整、要請を実施した。（資料２１参照） 

ウ 全面緊急事態 

全面緊急事態発生後、直ちに原子力緊急事態宣言を発出し、内閣総理大

臣を本部長とする原災本部を設置して、ＰＡＺ内住民の避難、ＵＰＺ内住

民の屋内退避に係る指示を発出した※。また、その後の状況の変化に対応

し、ＵＰＺ内住民の一時移転に係る指示を発出した。（資料３３参照） 
※：原子力緊急事態宣言後、訓練時間のスキップ（１回目（２時間早送り））を挟

み訓練再開（原災本部設置）するとともに、２回目のスキップ（２日＋２２時

間早送り、併せて１時間の休憩）を挟み訓練再開）、放射性物質が放出・沈着

した後として訓練を継続した（想定上、訓練時程５日目） 

② ＥＲＣ 

ア 警戒事態 

地震発生後、原子力規制委員会委員長及び内閣府政策統括官（原子力防

災担当）を本部長とする事故警戒本部を設置し、関係省庁、関係地方公共
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団体等に対して必要な情報連絡等を行い、情報共有体制を確立した。 

また、事故警戒本部から、施設敷地緊急事態要避難者への避難準備等に

係る要請文を発出するとともに、施設敷地緊急事態における防護措置の実

施について福井県と調整を行った。さらに、施設敷地緊急事態への事態進

展に備え、必要な防護措置の策定準備を行った。（資料１３、１４、１６

参照） 

イ 施設敷地緊急事態 

施設敷地緊急事態発生後、事故対策本部を設置して体制を確立、事故現

地対策本部へ状況を通知しつつ、福井県原子力災害現地対策本部に対し、

施設敷地緊急事態要避難者の避難状況を確認するとともに、全面緊急事態

への事態進展に備え、必要な防護措置実施方針の策定準備を進め、官邸機

能班等と情報を共有した。（資料１８～２０、２２参照） 

ウ 全面緊急事態 

全面緊急事態発生後、原災本部事務局の体制を確立し、官邸、ＯＦＣ等

と情報共有、必要な連絡・調整を行った※。(資料２４～３２、３４参照） 

※：原子力緊急事態宣言後、訓練時間のスキップ（１回目（２時間早送り））を挟

み訓練再開（原災本部設置）するとともに、２回目のスキップ（２日＋２２時

間早送り、併せて１時間の休憩）を挟み訓練再開）、放射性物質が放出・沈着

した後として訓練を継続した（想定上、訓練時程５日目） 

③ 原子力被災者生活支援チーム 

施設敷地緊急事態発生後、原子力利用省庁執務室等に参集、先行的に各機

能班を立上げ、情報収集を行うとともに、事態の進展に応じた対応を行っ

た。併せて、全面緊急事態に備えた原子力被災者生活支援チーム設置等に関

する準備を行いつつ、各拠点の機能班と連携し、情報集約・整理を行うとと

もに、福井県庁へ原子力被災自治体支援チームを派遣した。全面緊急事態へ

の進展後は、原災本部の下に原子力被災者生活支援チームを設置し、被災住

民に対する支援施策に係る対応の検討等を行った。（資料３５参照） 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 全般 

ア 中央と現地の連携による防護措置実施等に係る意思決定 

・ 訓練２日目のＯＩＬ２基準値を超える地域の発生による一時移転（県

外避難：奈良県）の検討において、一時移転の避難経路の検討、避難

退域時検査場所の選定などについて現地での検討結果を中央において

確認する等、一連の手順を確実に実施し、避難指示を発出した。 
② 官邸・内閣府本府 

ア 迅速な初動体制の確立 

・ 原災マニュアルの改訂に伴い、地震発生後、官邸チームは、内閣府本

府庁舎において機能担当を迅速に立上げ、活動を開始した。官邸にお

いては、共用会議室及び危機管理センターに参集し、ＥＲＣとの連

絡、ＦＡＸ等による通信確認、ＮＩＳＳへの情報の入力を実施すると

ともに、速やかに事態室との情報連絡を実施した。これまでの教訓か

ら、内閣府本府庁舎に可能な範囲で統合原子力防災ネットワーク端末
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を常設したことで、迅速に体制を確立し、活動を開始することができ

ており、今後も同端末の常設が望ましいことを確認した。 

③ ＥＲＣ 

 ア ＥＲＣ班長会議の開催 

・ 訓練２日目の訓練再開時及び全面緊急事態発生のタイミングで、ＥＲ

Ｃ事務局長及び各機能班長による会議が開催され、各機能班の活動状

況の確認等が行われた。ＥＲＣ事務局長の的確な状況判断に資するた

め、またＥＲＣチームの活動を組織的かつ効率的なものとするために

は班長会議の開催は非常に有効である。一方、この班長会議は規定さ

れたものではなく、今後、マニュアル化する等の標準化に期待する。 

イ 国家備蓄安定ヨウ素剤の輸送業務について 

・ 原災マニュアルの改訂により追加された施設敷地緊急事態時の国家備

蓄安定ヨウ素剤の輸送について、警戒事態において先行的に県の受入

れ意向の確認、輸送計画の策定、輸送の実行、各県の受領まで一連の

実作業を実施したことにより、マニュアルの実効性が確認できた。今

後は、円滑な輸送を行えるよう、業務手順の標準化に期待する。 

④ 原子力被災者生活支援チーム 

ア 総括班が主体となった支援チーム全体の掌握 

・ 総括班が主体となり、各機能班の参集時に情報共有等を実施。事務局

長補佐不在時には総括班長が事務局長補佐を代行し、各機能班長から

作業報告を取りまとめ、全体の活動状況を把握していた。 

イ 放射線班における各機能班からの問合せへの対応（情報処理、共有） 

・ 放射線班では、他機能班からの問合せには、意図、期限、回答方法を

確認した上で対応し、テレビ会議で回答した。今後、支援チーム全体

への対応要領の普及と併せて情報の処理要領としてＮＩＳＳ、その他

共有ツール等の使い分けが整理されることに期待する。 

ウ 医療班内の役割分担 

・ 医療班では、参集後、班内の役割分担を確認し、各々役割に応じて活

動した。また、事前の訓練と役割を変更する等の工夫もあり、様々な

役割を経験させる配慮は良好であった。今後、習熟した要員による経

験の浅い要員のフォロー等により、一層の習熟度向上に期待する。 

エ 被災自治体支援チームによる現地関係者との連携 

・ 被災自治体支援チームでは、派遣先において関係者とのコミュニケー

ションを積極的に行った。今後、より現地関係者との円滑な連携がで

きるよう、支援チームの役割を周知する資料等を精査し、地方公共団

体の支援チームの役割への理解向上につながる体制整備に期待する。 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 全般 

ア 迅速な初動体制の確立（「オフサイトセンター運営訓練」に関連） 

・ 初動における原子力災害対策本部等の運営に関し、ＯＦＣに先行参集

した現地の機能班要員と、ＥＲＣ各機能班との早期の連絡体制確立は

双方が留意すべきであるが、ＥＲＣ側として、活動開始以降、ＯＦＣ
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への参集者を確知した場合、情報収集と連絡を促すなど、現地への働

き掛けの要領について、各機能班においても検討する必要がある。 

イ ＮＩＳＳによる情報共有及びその運用 

・ ＮＩＳＳによる迅速な情報共有に習熟が見られる一方で、情報量が多

いため、重要情報が埋もれ、見逃しが発生しやすい兆候を確認した。

また、誤って調整案件の情報が全体へ配信された事象も確認されてい

る。ＮＩＳＳを活用することに習熟が見られる反面、ＮＩＳＳによる

情報共有、連絡調整に関しては、より一層のきめ細かな運用ルール策

定と、機能向上について検討する必要がある。 

② 官邸・内閣府本府 

ア 内閣府本府庁舎活用における官邸機能班間の連携 

・ 官邸チームの機能班間は、おおむね円滑に連携し、活動していること

を確認した。一方で、拠点の分散による情報共有や意思疎通に係る負

担増加は否めない。今後、情報共有や意思疎通の円滑化を図るツール

を整備する等、相互連携の一層の向上策を検討する必要がある。

③ ＥＲＣ 

ア 初動における連絡体制の確立について 

・ 今回、警戒事態発生に伴い、ＥＲＣから地方公共団体及びＯＦＣに対

するテレビ会議接続を行ったが、事前に体制が準備できている訓練と

は異なり、実災害での初動は混乱が予想される。中央と現地との連絡

体制確立のためのテレビ会議接続の要領等は、原子力災害対策初動対

応マニュアルに規定する等の標準化を検討する必要がある。 

イ 活動記録について 

・ 活動状況の記録（ＮＩＳＳクロノロジー）に関し、機能班ごとに差異

が見られた。活動記録は事後の検証のほか、現行の業務整理や業務引

継に有益であり、確実に記録を残すことへの配慮が必要である。 

ウ 指揮・統制を効果的にするための総合調整所の必要性 

・ 今回の訓練では、臨機に班長会議を開催したが、ＥＲＣに情報共有と

調整が出来るスペースを設け、必要に応じて、ＥＲＣ事務局長以下、

各班長が認識の統一や情報共有を図りつつ、活動方針が確認できるよ

うな機会を設定することが望ましい。また、情報共有は、ＮＩＳＳに

依存すると、重要な情報を見落とす恐れもあり、他部署との連携が必

要な場合等は、直接対面で調整する方が確実である。これらのことか

ら、ＥＲＣに総合調整所を設置し、各班長が集まり、情報共有、調整

等ができるような工夫の検討も必要である。 

④ 原子力被災者生活支援チーム 

ア 基本的な機器操作手順等の理解向上 

・ 緊急時対応で使用する、ＮＩＳＳや電話、ＦＡＸ等の基本的な利用に

手間取り、作業が停滞する場面が一部に見られた。機能班マニュアル

の充実、機器ごとの操作マニュアル充実化の検討が必要である。 

イ 初動時における総括班における各種状況の共有 

・ 総括班における初動の活動リストでは、作業内容、作業状況及び結果

等が可視化されていないため、活動状況を担当者以外が把握できない
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体制であった。各種情報や作業進捗の管理は、ホワイトボード等にお

ける整理を充実すべき。支援チームを総括する班として、状況を可視

化して共有することで各班員及び他班への情報共有が容易となる。 

ウ 住民支援班における情報共有 

・ 住民支援班において、避難状況等の情報が支援チーム内で共有できて

いない。避難状況等の情報は支援チームの活動にとって重要な要素で

あり、適宜共有するよう機能班マニュアルに明示する必要がある。 

エ 放射線班における情報共有 

・ 放射線班は、要員の経験や知識に依存する業務が多く、要員数が少な

いこともあり、可視化資料がなく、データ解釈等の報告は、口頭で実

施していた。情報共有や要員交代時、情報伝達等に漏れが生じる可能

性がある。報告内容や問合せ対応結果等は、紙媒体や電子ファイル化

して残すほか、ホワイトボードを活用する等の標準化が必要である。 

オ 被災自治体支援チームと支援チーム関係班との連携 

・ 被災自治体支援チームとして、支援チーム関係班との連携が必要な事

項はメール等により依頼したが、現地ニーズへの整合など、関係班と

の内容確認や調整、協議した上で処理する等の対応が必要である。 

 

２．１．２ 県災害対策本部等運営訓練 

（１） 訓練概要 

各県、各市町は、地震発生後、直ちに、災害対策本部等を設置し、被害状況

の確認等を行い、必要な対応を検討、指示等を実施するとともに事態の進展に

応じて防護措置等の対応を行った。以降、緊急事態区分の進展に応じて、災害

対策本部等において、地域防災計画等に基づく必要な応急対策を検討し、指示

等を実施するとともに、テレビ会議等を活用しつつ、ＥＲＣ及びＯＦＣとの間

で継続的な情報共有を図った。（資料３７参照） 

 

（２） 訓練参加機関 

福井県、滋賀県、岐阜県、美浜町、敦賀市、若狭町、小浜市、南越前町、越

前市、越前町、長浜市、高島市、揖斐川町 等 

 

（３） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 国と地方公共団体との連携等 

・ 主にテレビ会議により、国と地方公共団体における連携した緊急時対応

全体の動向を確認・把握するという、国と地方公共団体間の実態に即し

た対応を訓練することができた。 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 統合原子力防災ネットワーク資機材設置場所について 

・ 一部の地方公共団体において、統合原子力防災ネットワーク専用電話、

ＦＡＸ、ＮＩＳＳ、テレビ会議システムの設置場所が諸般の事情から離

隔して配置される等の状況があり、円滑な対応・状況把握を妨げた。資



第３節 令和４年度原子力総合防災訓練の評価結果 

２ 訓練実施項目ごとの評価結果 
２．１ 本部等運営に関する訓練項目 

２．１．３ 県現地災害対策本部等運営訓練 

19 

機材の設置場所については改めて検討する必要があることを確認した。 

 

２．１．３ 県現地災害対策本部等運営訓練 

（１） 訓練概要 

警戒事態の発生により、福井県は、ＯＦＣに原子力災害現地警戒本部を設

置。滋賀県、岐阜県、関西広域連合及び関係市町等は連絡要員をＯＦＣに派

遣。以降、緊急事態区分の進展に応じ、ＮＩＳＳ等を活用し、県、市町災害対

策本部やＯＦＣとの間で継続的な情報共有を図った。（資料３７－３参照） 

 

（２） 訓練参加機関 

福井県、滋賀県、岐阜県、関西広域連合、美浜町、敦賀市、若狭町、小浜

市、南越前町、越前市、越前町、長浜市、高島市 等 

 

（３） 実施概要 

① 警戒事態 

警戒事態の発生により、福井県はＯＦＣに職員を派遣、原子力災害現地警

戒本部を設置し、国等との連絡体制及びＯＦＣにおける活動体制を確立し

た。また、福井県関係市町及び滋賀県、岐阜県は、連絡要員等をＯＦＣに派

遣、国及び関係地方公共団体等との連絡体制を確立した。（資料１３参照） 

② 施設敷地緊急事態 

施設敷地緊急事態の発生後、福井県は、副知事を原子力災害現地対策本部

長として派遣し体制を強化した。その後、福井県のほか、関係地方公共団体

連絡要員は、事故連合同会議への参加、県災害対策本部及び市町災害対策本

部等と連携し、国や関係機関と情報共有を図った。また、福井県原子力災害

現地対策本部のほか、関係地方公共団体連絡要員は、住民の防護措置に係る

国、関係地方公共団体及び実動組織等との調整、連携を図り、各種の応急対

策活動を実施した。（資料１８、１９参照） 
③ 全面緊急事態 

全面緊急事態の発生後、福井県原子力災害現地対策本部のほか、関係地方

公共団体連絡要員は、合対協全体会議に参加し、全面緊急事態に関する情報

の共有、緊急事態応急対策の確認・調整及び相互協力のための調整等を実施

した。また、福井県原子力災害現地対策本部のほか、関係地方公共団体連絡

要員は、住民の防護措置に係る国、関係地方公共団体及び実動組織等との調

整、連携を図り、各種の応急対策活動を実施した。（資料２４、２５、２

７、２８、３０、３１参照） 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 全面緊急事態への備えについて 

・ 福井県は、施設敷地緊急事態の発生を受け、関係市町とのテレビ会議を

活用し、全面緊急事態における防護措置方針について検討し、孤立地域

の対応として県道の復旧を優先させるとともに、多様な手段での避難も

考慮した住民避難について調整を図った。 
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② 住民避難を円滑に実施するための調整等について 

・ 訓練２日目の午後、ＯＩＬ２基準値を超える地域が敦賀市に発生したこ

とを受け、福井県原子力災害現地対策本部は対象地区を特定し、当該地

区の人口、要支援者、社会福祉施設及び医療機関などの状況把握を実施

するとともに、避難退域時検査場所や安定ヨウ素剤配布場所を設定し、

県外の避難先地方公共団体とも避難受入れに係る調整を行った。 

特に、福井県原子力災害現地対策本部は、一時移転の避難経路の検討、

避難退域時検査場所の選定などについて、滋賀県連絡要員、ＯＦＣ関係

機能班及び福井県警察他の関係機関と一元的に調整、協議し、情報共有

を図りつつ関係機関に必要な対応を要請する等、主体的に活動し、一時

移転に係る計画を迅速に策定した。 

③ 滋賀県及び岐阜県並びに関西広域連合の積極的活動 

・ 滋賀県及び岐阜県は、施設敷地緊急事態発生後、関係市町とのテレビ会

議を活用し、全面緊急事態における防護措置方針について検討した。ま

た、ＯＦＣ連絡要員を派遣し、事態の進展に応じた防護措置実施状況を

把握するとともに、ＯＦＣ関係機能班及び福井県等と緊密に連携し、住

民避難について調整を行った。 

関西広域連合は、福井県の県外避難住民の受入れ調整を円滑に実施する

ため、連絡要員を派遣し、避難の実施状況などを確認するとともに避難

先の受入れに係る連絡調整などを実施し、円滑な住民避難に協力した。 

 

２．１．４ オフサイトセンター運営訓練 

（１） 訓練概要 

ＯＦＣの運営を通じて、防護措置に係る関係地方公共団体等との具体的対策

の検討、調整等を行った。 

 

（２） 訓練参加機関 

内閣府、警察庁、消防庁、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、資源エネ

ルギー庁、国土交通省、気象庁、海上保安庁（第八管区海上保安本部（敦賀海

上保安部、小浜海上保安署））、環境省、原子力規制委員会、防衛省、関係地

方公共団体、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構、関西電力株式会社 等 
 

（３） 実施概要 

① 警戒事態 

警戒事態の発生により、美浜原子力規制事務所の原子力防災専門官は、直

ちにＯＦＣに事故現地警戒本部を設置するとともに、原子力防災設備・機器

等の機能確認を実施し、異常のないことを確認した。また、参集した地域原

子力規制総括調整官（福井担当）（以下「総括調整官」という。）は、事故

現地警戒本部長として情報収集等を行った。（資料１３、１４、１７参照） 
② 施設敷地緊急事態 

施設敷地緊急事態の発生を受け、事故現地対策本部を設置するとともに、

総括調整官は、第１回事故連合同会議を開催し、参集した地方公共団体及び
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実動組織等の要員に対し、プラント状況、関係地方公共団体への要請及び施

設敷地緊急事態における防護措置実施状況等を情報共有した。 
その後、総括調整官は、ＯＦＣに到着した事故現地対策本部長（内閣府副

大臣（原子力防災担当））以下の国要員に対し、状況報告を実施した。 
事故現地対策本部長は、第２回事故連合同会議を開催し、プラント状況、

防護措置実施状況等を確認するとともに、全面緊急事態への進展に備え、避

難及び屋内退避の対象者数、避難先、避難経路及び輸送手段の確保状況等、

防護措置方針を共有した。（資料１８～２０、２３参照） 

③ 全面緊急事態 

原子力緊急事態宣言の後※、原災現地本部を設置するとともに、第１回合

対協全体会議を開催し、原子力緊急事態宣言、指示、公示の周知及び防護措

置の実施状況を確認するとともに、プラント状況、避難状況等及び今後の対

応方針について、国、関係地方公共団体及び実動組織等と情報共有した。

（資料２４～２６、３６参照） 

訓練２日目の午後※、福井県敦賀市の一部区域においてＯＩＬ２基準値を

超える見込み地域が発生したとの想定で、国、関係地方公共団体及び実動組

織により、住民の一時移転に係る防護措置等の実施要領の検討を行い、中央

との調整を経て、第２回合対協全体会議を開催し、県外避難となった一時移

転対象地区に係る住民数、避難先・避難経路、住民の輸送手段の確保状況を

含む一時移転に係る防護措置及び指示文の確認を行った。 

また、訓練３日目には、滋賀県長浜市の一部区域においてＯＩＬ２基準値

を超える見込み地域が発生したとの想定で、住民の一時移転に係る防護措置

等の実施要領の検討を行い、第３回合対協全体会議において、一時移転に係

る防護措置及び指示文の確認を行った。（資料２７～３２、３６参照） 
※：原子力緊急事態宣言後、訓練時間のスキップ（１回目（２時間早送り））を挟

み訓練再開（原災本部設置）するとともに、２回目のスキップ（２日＋２２時

間早送り、併せて１時間の休憩）を挟み訓練再開）、放射性物質が放出・沈着

した後として訓練を継続した（想定上、訓練時程５日目） 

 
（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 各機能班、地方公共団体及び実動組織の連携 

・ ＯＩＬ２基準値を超える地域の発生による一時移転の検討において、避

難経路の選定に係る一元的な交通統制の検討、避難退域時検査場所の選

定など、関係者による情報共有と協議の機会を設け、実施主体である地

方公共団体の考え方を確認し、適切な避難経路の選択、住民避難に係る

周辺状況等について、協議、調整等を行ったことは有意義であった。 

② 事故現地警戒本部の初動活動について 

・ 事故現地警戒本部の設置以降、テレビ会議システムの起動、原子力防災

設備・機器の機能確認、ＯＦＣ入館管理等を適切に実施するとともに、

ＥＲＣとの連絡体制を確保して、円滑に事故現地警戒本部を運営した。 

③ 初動における情報の共有と先行的な準備指示について 

・ 警戒事態において、現地警戒本部長及び総括担当はＮＩＳＳクロノロジ

ー及びプラントチーム担当からの情報（発電所の状況）を基に、ＯＦＣ
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内での情報共有、事態の進展に備えた準備指示を迅速、確実に行った。 

④ ＯＦＣ内の情報共有体制について 

・ ①で各機能班等の連携について挙げたように、関係機能班等が集合して

検討する場面がこれまでと比較して多くなり、連絡調整の体制として良

好であった。特に、防護措置に係る調整等で地方公共団体、ＯＦＣ関係

機能班及び実動機関等が頻繁に調整する良好な対応状況を確認した。 

中でも、ＯＦＣ実動対処班は、班長及び各担当が必要に応じて関係機能

班、地方公共団体、実動機関との横断的課題等に係る調整を行い、必要

な調整、実行及び情報収集に努める等の積極的な活動を確認した。 

⑤ 国の派遣要員到着前の体勢構築について 

・ 国のＯＦＣ要員現地派遣が決定した直後、在京のＯＦＣ住民安全班長か

ら、ＯＦＣに参集済の住民安全班員である福井県職員に対し、班長代行

と当面の業務処理等を依頼し、事後の活動を円滑にする良好な対応を行

った。事前訓練を通じた意思疎通が図られていた結果とはいえ、初動に

おける組織的活動体制の向上に係る検討の一助となる良好事例である。 

⑥ ＯＦＣ内へのプラント状況共有について 

・ ＯＦＣプラントチームは、テレビ会議等によりプラント状況を入手し、

プラントの事象進展に関する情報を入手した際は、直ちに総括班へ連絡

するとともに、館内放送によりＯＦＣ内に共有した。また、ＯＦＣにお

ける会議及び現地本部長への報告は、プラント状況説明図を用いて、現

況、進展予測等をわかり易く、適切に説明を行った。 

⑦ 確認項目表の作成について 

・ ＯＦＣ医療班は避難退域時検査の情報収集に当たり、確認項目表を作成

し、地方公共団体の現地本部等との間で情報収集を行った。 

また、本表はＯＦＣ住民安全班と事務局長との防護措置検討の際の資料

としても活用されており、今後も継続していくことを期待する。 

⑧ ＯＦＣの参集状況及び情報管理ルールの徹底に係るメール連絡について 

・ ＯＦＣ運営支援班は、ＯＦＣ運営の管理に係る活動を確実に実行してお

り、特に、初動において各機能班、各地方公共団体に向け参集状況の確

認をＮＩＳＳにて行い、集計情報を迅速に取りまとめたほか、情報管理

ルールの徹底をメール配信し、情報漏洩防止や施設内からの情報の持ち

出し禁止の連絡を行う等、ＯＦＣ運営管理面の業務を確実に実行した。 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 迅速な初動体制の確立（「原子力災害対策本部等運営訓練」に関連） 

・ 初動においてＯＦＣに参集する現地の機能班要員と、ＥＲＣ各機能班と

の早期の連絡体制確立は双方が留意すべきである。 

なお、良好事例として、ＯＦＣ住民安全班の対応（【良好事項】の⑤）

があり、検討の参考とすべき事例である。 

今後、ＥＲＣからの積極的な働き掛けを検討する一方で、現地参集者が

収集、通報すべき情報の観点から、具体的な手順を原子力緊急事態等現

地対応標準マニュアル等へ追加すること及び現地要員への初動対応要領

の普及策等の工夫について検討が必要である。 
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② 総括班の活動の在り方について 

・ 総括班主体により会議運営は円滑に行われていた。今後は、このノウハ

ウを生かし、状況変化等のＯＦＣ内への周知と、これに伴う活動に係る

調整及び指示、以降の対応状況確認及び課題解決に係る具体的な検討事

項を整理し、関係機能班に指示する等、ＯＦＣの活動全体をリードして

いく能動的取組を取り入れるような検討も必要である。 

③ 災害状況・被害状況への意識・感度の向上 

・ 各機能班は、それぞれ入手した情報を把握、整理しているものの、ＯＦ

Ｃ全体で災害や被害等の状況を俯瞰して共有する意識が低調であった。

災害や被害等の状況を収集して整理、共通認識の下で判断する意識が必

要である。例えば、会議の冒頭で、ＥＲＣで作成した「とりまとめ報」

等を活用し、ＯＦＣ全体で認識共有する機会等を検討する必要がある。 

④ フォーマット化された報告用紙の必要性 

・ 本部長、事務局長への防護措置等に係る口頭、紙面による臨機の報告に

は、報告内容のばらつきを防ぎ、準備時間短縮、履歴管理も容易とでき

るようなフォーマット化された報告用紙の保持を推奨する。 

 

２．２ その他訓練項目 

２．２．１ 緊急時対応要員参集訓練 

（１） 訓練概要 

緊急事態区分の進展に応じて、各拠点に参集することとなっている緊急時対

応要員の参集を実施※した。 

※：本訓練は、原災マニュアルに基づく参集と輸送の調整等を訓練の状況下で検討し

た。実員の移動については、別計画の要素訓練として実施した。（資料３８参照） 

 

（２） 訓練参加機関 

指定行政機関等、指定地方行政機関等、地方公共団体等、指定公共機関等、

指定地方公共機関等、関西電力株式会社 

 

（３） 実施概要 

① 警戒事態における緊急輸送の調整 

警戒事態の発生後、更なる事態進展に備え、内閣府副大臣（原子力防災担

当）及び内閣府大臣官房審議官等をＯＦＣへ、原子力規制庁職員を即応セン

ターへ派遣する準備を行った。また、緊急輸送関係省庁に対し、緊急輸送の

支援の準備を要請した。 
② 施設敷地緊急事態における緊急輸送 

施設敷地緊急事態の発生に伴い、事故対策本部は関係省庁に対して緊急輸

送の支援を要請し、内閣府副大臣（原子力防災担当）、内閣府大臣官房審議

官及び担当職員をＯＦＣへ派遣、原子力規制庁職員を即応センターへ派遣し

た。さらに、全面緊急事態への進展に備え、関係省庁及び指定公共機関等に

対し、事故現地対策本部要員となる関係職員の派遣準備を要請した。 

③ 全面緊急事態における緊急輸送 

全面緊急事態発生に伴い、原災本部事務局は、民間輸送手段等を活用して
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関係省庁の派遣要員を原災現地本部等に派遣する手続きを実施した。 
 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 事態進展に伴う現地派遣要員の移動手段の確保について 

・ ＥＲＣ運営支援班において、事態進展を見据え、現地派遣要員の派遣に

係る情報収集、輸送手段の検討並びにＥＲＣ総括班及び実動対処班との

派遣要員情報の収集、及び輸送調整等を先行的に実施したことにより、

事態進展後、派遣要員の移動に係る対応を円滑に行うことができた。 

 

２．２．２ 緊急時通信連絡訓練 

（１） 訓練概要 

各拠点・関係機関の間で定められた通信連絡を行うとともに、現地の活動や

避難状況について、映像等を関係機関に伝送し、国と関係地方公共団体との間

で情報共有を行った。 

 

（２） 訓練参加機関 

指定行政機関等、指定地方行政機関等、地方公共団体等、指定公共機関等、

指定地方公共機関等、関西電力株式会社 

 

（３） 実施概要 

緊急事態区分の進展に関係する原子力事業者通報や、応急対策等の内容につ

いて、迅速に関係機関とメールやＦＡＸ等により通信連絡を実施した。また、

テレビ会議により、官邸、ＥＲＣ、ＯＦＣ、関係地方公共団体災害対策本部等

で指示伝達、情報共有等の通信連絡を実施するとともに、映像伝送を活用した

情報共有を図った。（資料１４、１７－２、２０、２６、２９、３２参照） 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 原子力事業者の確実な通信連絡 

・ 原子力事業者は、警戒事態に該当する事象、原災法第１０条及び第１５

条事象等に係る原子力事業者通報をＦＡＸにより迅速に国及び関係地方

公共団体等へ通報し、確実に受信確認する等、適切に連絡を実施した。 

 

２．２．３ 国、地方公共団体、実動組織等の連携訓練 

（１） 訓練概要 

国、地方公共団体、実動組織、事業者等の間で、事態の進展に応じて必要な

情報共有、連絡調整及び連携した訓練等を行った。 
 

（２） 訓練参加機関 

指定行政機関等、指定地方行政機関等、地方公共団体等、指定公共機関等、

指定地方公共機関等、原子力事業者 
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（３） 実施概要 

緊急事態区分の進展に応じて、各機関・各拠点間における必要な情報共有、

連絡調整等を行った。特に、ＯＦＣにおける実動組織や事業者と原災現地本部

及び福井県原子力災害現地対策本部等との間における情報共有、連絡調整、対

応方針検討、意思決定等を適時適切に実施した。（資料２３、３６参照） 

また、実動組織と事業者の連携として、美浜原子力緊急事態支援センターか

ら美浜発電所への緊急時支援資機材である遠隔操作資機材の搬送において、経

路上の橋梁崩落を想定した自衛隊架橋の通行訓練を実施した。 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① ＯＩＬ２基準値を超える地域の発生による一時移転に係る連携 

・ 訓練２日目午後の一時移転の検討において、県外への避難経路及び避難

退域時検査場所の選定等について、現地において国、関係地方公共団体

及び実動組織による一元的な調整、協議を行い、避難計画を決定すると

ともに、中央において計画を確認し、遅滞なく避難指示を発出した。 

② 避難手段の変更 

・ 訓練２日目及び３日目に実施した住民の避難訓練に参加した実動機関の

一部に、天候不良等により、急遽搬送手段を変更した訓練があった。こ

の際、状況に応じて臨機に代替手段により避難を継続させたことは、実

災害での対応にも通ずる処置であり、関係地方公共団体と実動機関の連

携による実践的な対応であった。 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① Ｄ－ＮＥＴの活用 

・ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構が研究・開発した災害救援航空

機情報共有ネットワーク（以下「Ｄ－ＮＥＴ」という。）について、実

動訓練における移動体のリアルタイム情報を可視化して共有できる有用

性は確認できた一方で、運用ルールが整理されておらず、一部の実動訓

練に係る状況把握に止まった。今後、効果的な活用については検討の余

地がある。（関連：「２．４．１ Ｄ－ＮＥＴ研究協力」） 

 
２．２．４ 緊急時モニタリング訓練 

（１） 訓練概要 

緊急時モニタリング実施計画の策定等を行うとともに、国、地方公共団体、

原子力事業者及び関係指定公共機関が連携して、緊急時における環境放射線の

モニタリングを行った。 
 

（２） 訓練参加機関 

内閣府、消費者庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、環境省、原子力

規制委員会、防衛省、福井県、滋賀県、岐阜県、関西電力株式会社、日本原子

力発電株式会社、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、国立研究開発法

人量子科学技術研究開機構 
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（３） 実施概要 

警戒事態の発生後、上席放射線防災専門官は、参集した福井県の要員の協力

を得て、ＥＭＣの立上げ準備を実施した。 
福井県、滋賀県及び岐阜県は、各県の原子力環境監視センター等にモニタリ

ング本部を設置し、緊急時モニタリングの実施体制を確立した。 
施設敷地緊急事態の発生後、上席放射線防災専門官は、ＥＲＣ放射線班の指

示に基づきＥＭＣの立上げ、緊急時モニタリング活動を開始した。また、滋賀

県及び岐阜県の指定公共機関等の派遣要員がＥＭＣに参集した。 
ＥＲＣ放射線班は、福井県、滋賀県及び岐阜県の緊急時モニタリング計画を

基に、緊急時モニタリング実施計画を作成するとともに、事態の進展に応じ

て、ＥＭＣの意見も踏まえつつ、適宜改訂した。 

ＥＭＣは、緊急時モニタリングの実施内容の検討・指示、モニタリングカー

による走行サーベイ、可搬型モニタリングポストの設置及び環境試料の採取等

の緊急時モニタリング、並びに結果の取りまとめ作業を行うとともに、モニタ

リング結果を、ＥＲＣ及びＯＦＣの放射線班に共有した。（資料３９参照） 

ＥＲＣ放射線班は、このモニタリング結果を取りまとめて評価し、その結果

を官邸、ＥＲＣ及びＯＦＣの各機能班、並びにＥＭＣに共有した。 

 
（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 指示書の作成、情報共有について 

・ 企画調整グループは、事象の進展に備え、先行的に指示書の作成に着手

するとともに、走行モニタリングルートの検討を行った。 

・ 情報収集管理グループは、道路情報等の不足について、ＯＦＣ機能班に

連絡し、積極的に情報収集活動を行った。 

② ＥＭＣとＥＲＣ放射線班とのコミュニケーションについて 

・ 走行モニタリングルートの説明等、適宜テレビ会議を活用してＥＲＣ放

射線班との情報共有を図り活動する等の工夫が見られた。 

③ 各グループの担当が相互に連携したＥＭＣ運営 

・ 訓練２日目午後は、要素訓練としてＥＭＣ訓練を実施し、ＥＲＣ放射線

班からの緊急時モニタリング実施計画案の検討及び指示書作成において

は、測定分析担当と密接な情報交換を行う等、実践的な訓練を行った。 

④ 緊急時モニタリング実施計画の検討 

・ 訓練２日目午後、緊急時モニタリング実施計画第５版に係る指示書５－

１の検討において、東京電力福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえ

た判断に基づく環境試料の採取を検討するとともに、検出器による測定

の要領について活発に議論する等、実践的な訓練を行った。 

⑤ 走行モニタリングの検討 

・ 訓練２日目午後、緊急時モニタリング実施計画第５版に係る指示書５－

２の走行モニタリングの検討において、ＥＲＣ放射線班、測定分析担当

（在敦賀ＯＦＣ）とテレビ会議や電話により検討し、走行サーベイのル

ートや、時間短縮のため２台のモニタリングカーで走行するなど、活発

に案件が議論される実践的な訓練を行った。 
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【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 業務管理状況の把握について 

・ 業務の実施状況把握が不十分で、報告が遅延する場面があった。タスク

管理表等を用いた業務管理方法を定めておく必要がある。 

② 航空機モニタリングの調整 

・ 航空機モニタリングを航空自衛隊に調整する際、必要な手続きの認識が

不十分な事例があった。マニュアル等に様式を記載しておくほか、現場

では機を失することのないよう、先行的に準備を進める必要がある。 

 
２．２．５ ＰＡＺ地域内の施設敷地緊急事態要避難者の避難訓練 

（１） 訓練概要（実動訓練） 

訓練２日目、施設敷地緊急事態に伴う国の要請を受け、地震に対する安全確

保、新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事

態要避難者の避難を実施した。（資料２０、４０参照） 

 
（２） 訓練参加機関 

福井県、美浜町 等 

 
（３） 実施概要 

① 放射線防護対策施設における屋内退避 

  美浜町において、在宅施設敷地緊急事態要避難者の放射線防護対策施設へ

の屋内退避訓練として、放射線防護設備の稼働及び屋内退避等を訓練した。 

避難元 放射線防護対策施設 

在宅（丹生・

竹波地区） 

丹生介護予防センター 

竹波原子力防災センター 
 

② 施設敷地緊急事態要避難者の避難 

美浜町において、在宅施設敷地緊急事態要避難者の避難訓練を実施した。 

避難元 一時集合場所 移動手段等 避難先 

在宅 

（菅浜地区） 

美浜町農業構造

改善センター 

福祉車両 

（警察車両先導） 

おおい町 いきいき長寿村 

（福祉避難所） 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 在宅要配慮者の放射線防護対策施設における屋内退避 

・ 放射線防護対策施設において、美浜町職員が放射線防護設備を稼働させ

るとともに、避難者の施設収容までを訓練し、感染症対策と併せて屋内

退避のための一連の初期対応を確実に実施していることを確認した。 

② 在宅要配慮者の避難 

・ 対応に当たる関西電力株式会社職員(２名)の避難者に対する不安軽減に

配慮した声掛けのほか、電動リフトへの移動補助、車内での車椅子の固

縛等、適切な対応を行っていることを確認した。 

・ 避難先では、おおい町の保健師等が対応し、建物内に展張したベッド付
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き簡易避難テントに避難者を案内して避難中の行動等を丁寧に説明する

等、不安軽減への配慮を確認した。 

 

２．２．６ ＰＡＺ地域内の住民避難訓練 

（１） 訓練概要（実動訓練） 

訓練２日目、原子力緊急事態宣言後の指示を受け、新型コロナウイルス感染

症対策を講じつつ、ＰＡＺ内の住民避難を実施した。訓練は、バス、自家用車

に加え、孤立を想定した地域からの実動機関のヘリコプター及び車両等による

多様な手段による避難を実施した。（資料２６、４１～４３、５５参照） 
 

（２） 訓練参加機関 

福井県、美浜町、敦賀市 等 

 

（３） 実施概要 

① 美浜町 

ア 丹生・竹波地区 

一時集合場所 移動手段 避難先 

丹生介護予防センター及び竹
波原子力防災センター 

バス又は自家用車 おおい町 大飯中学校 

一時集合場所（経由地） 移動手段 避難先（経由地） 

丹生介護予防センター 陸上自衛隊水陸両用車、 
陸上自衛隊高機動車※ 

（菅浜漁港） 

（菅浜漁港） バス おおい町 大飯中学校 

※：天候不良により避難方法を変更して避難 

イ 菅浜地区 

一時集合場所 移動手段 避難先 

美浜町農業構造改善センター バス又は自家用車 おおい町 大飯中学校 

一時集合場所（経由地） 移動手段 避難先（経由地） 

旧菅浜小学校 陸上自衛隊ヘリコプター （美浜町 総合運動公園） 

（美浜町 総合運動公園） バス おおい町 大飯中学校 

② 敦賀市 

ア 白木地区 

一時集合場所 移動手段 移動先 

白木漁港 海上保安庁ヘリコプター 敦賀市 鞠山南ヘリポート 

白木公民館 陸上自衛隊高機動車 敦賀市 敦賀港金ヶ崎岸壁 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 多様な手段を用いた避難、代替手段の実行 

・ 実動機関のヘリコプター及び車両等の参加により、孤立地域からの避難

についての実効性を確認した。また、天候不良から訓練内容を一部変更

し、代替手段により避難を継続させたが、実災害での対応にも通ずる臨

機の処置であり、実践的な対応であった。 
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② 一時集合場所における避難住民への対応 

・ 一時集合場所において、避難住民の受付、体調確認及び安定ヨウ素剤配

布並びに問診票の記入等、感染症対策を含み、一時集合場所における一

連の手順が確実に行われていることを確認した。 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 住民への災害状況周知方法の継続検討 

・ 住民に対し、災害状況の周知をより確実に行うため、複数手段での周知

方法の確保及び周知すべき情報の整理が必要であることを確認した。 

（福井県美浜町） 

 

２．２．７ ＵＰＺ内住民の屋内退避訓練 

（１） 訓練概要（実動訓練） 

訓練２日目、原子力緊急事態宣言後の指示を受け、ＵＰＺ内の住民の屋内退

避や各機関の情報伝達等を行い、併せて、屋内退避の意義等の理解促進を図っ

た。（資料２６、５５参照） 

 

（２） 訓練参加機関 

福井県、滋賀県、岐阜県、美浜町、敦賀市、若狭町、小浜市、南越前町、越

前市、越前町、長浜市、高島市、揖斐川町 等 

 

（３） 実施概要 

ＵＰＺ内の自宅、社会福祉施設等における屋内退避手順の確認を実施した。

また、緊急速報メール、ＳＮＳ、屋外スピーカー及び広報車等による情報伝達

等を実施した。 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 屋内退避に係る指示、情報の伝達 

・ 広報車が巡回するルートを事前に計画し、訓練において、計画した時間

配分で巡回できることを実証し、事前計画の重要性を確認した。 

（岐阜県揖斐郡消防組合） 

 

２．２．８ ＵＰＺ内一部住民の一時移転訓練 

（１） 訓練概要（意思決定訓練及び実動訓練） 

訓練２日目及び３日目（訓練時程５日目及び６日目）、意思決定訓練とし

て、ＯＩＬ２基準値を超える地域の発生による一時移転の避難経路の検討、避

難退域時検査場所の選定などを行い、移転計画を策定し、指示を発出した。 

また、訓練３日目、県内外への一時移転を住民参加による実動訓練として、

新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で、安定ヨウ素剤の緊急配布、人員

及び車両の避難退域時検査、並びに簡易除染を実施した。 

なお、実動訓練は、バス､自家用車に加え､孤立を想定した地域からの実動機

関のヘリコプター、船舶及び車両等による多様な手段による避難を実施した。 
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（２） 訓練参加機関 

内閣府、原子力規制庁、福井県、滋賀県、岐阜県、奈良県、兵庫県､石川県､

関西広域連合、美浜町、敦賀市、若狭町、小浜市、南越前町、越前市､越前町､

長浜市、高島市、大津市、揖斐川町、天理市、三木市、姫路市、小松市 等 
 

（３） 実施概要 

① 一時移転の意思決定訓練 

訓練２日目に福井県敦賀市の一部区域及び訓練３日目に滋賀県長浜市の一

部区域において、ＯＩＬ２基準値を超える見込み地域の発生から、各拠点、

関係地方公共団体等により、一時移転対象地区の検討、一時移転に係る国、

関係地方公共団体及び実動機関等の合同による諸調整を経て、防護措置を計

画し、原災本部から指示、公示を発出した。（資料２９、３２参照） 
② その他のＵＰＺ内一部住民の一時移転訓練（実動訓練） 

訓練３日目、福井県美浜町、敦賀市、若狭町、小浜市、南越前町、越前市

及び越前町、滋賀県長浜市、高島市及び大津市、岐阜県揖斐川町は、個別に

県内外への一時移転訓練を行った。（資料４４～５５参照） 

ア 美浜町 

バス避難者は一時集合場所（バス車内等）、自家用車避難者はドライブ

スルー配布会場（美浜町総合運動公園）にて、安定ヨウ素剤（模擬）の配

布を受け移動 

避難元 移動手段 避難退域時検査 避難先 

湖岳の郷 
(福祉施設) 

福祉車両 うみんぴあ大飯 高浜町 高浜けいあいの里 

笹田区 自家用車 おおい町 総合運動公園体育
館 
 

早瀬区、日向区 バス 

気山区､大藪区、
久々子区､久保
区､郷市区､松原
区､矢筈区､西小※1 

金山区 おおい町 ホテルうみんぴあ※２ 

避難元 移動手段 出発地 移動先 

新庄区 海上自衛隊ヘリコプター 新庄ヘリポート 美浜町 総合運動公園 

※１：西小学校は、保護者への引き渡しができなかった児童避難の想定による訓練 

※２：コロナ禍の避難所確保対策（避難先市町のホテルに避難） 

イ 敦賀市 

バス避難者は一時集合場所（バス車内等）、自家用車避難者はドライブ

スルー配布会場（きらめきスタジアム）にて、安定ヨウ素剤（模擬）の配

布を受け移動 

避難元 移動手段 避難退域時検査 避難先 

北小、東浦小、
旧赤崎小及び旧
咸新小区 

バス又は自家用車 賤ケ岳サービス
エリア 

奈良県天理市 二階堂小学校 

敦賀看護大学 バス （避難退域時検査まで訓練） 

西浦小区 バス※  敦賀市 敦賀港金ヶ崎岸壁 

※：天候不良等により避難方法を変更して避難 
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ウ 若狭町 

バス避難者は一時集合場所（バス車内等）、自家用車避難者はドライブ

スルー配布会場（若狭町役場上中庁舎）にて、安定ヨウ素剤（模擬）の配

布を受け移動 

避難元 移動手段 出発地(経由地) 移動先（経由地） 

岬小区 陸上自衛隊車両※ 旧岬小 (おおい町 多目的グラウンド) 

バス (多目的グラウン
ド) 

おおい町 うみんぴあ大飯 
（避難退域時検査まで訓練） 

避難元 移動手段 避難退域時検査 （車両一時保管場所） 

みそみ小地区 バス又は自家用車 うみんぴあ大飯 (兵庫県三木市 三木総合防災
公園) 

明倫小区 

※：天候不良等により避難方法を変更して避難 

エ 小浜市 

バス避難者は一時集合場所（バス車内等）、自家用車避難者はドライブ

スルー配布会場（福井県若狭合同庁舎）にて、安定ヨウ素剤（模擬）の配

布を受け移動 

避難元 移動手段 出発地(経由地) 移動先（経由地） 

堅海区、泊区 バス 県栽培漁業センター （泊漁港） 

海上保安庁巡視艇 
海上自衛隊艦艇 

（泊漁港） （小浜漁港） 

バス （小浜漁港） おおい町 うみんぴあ大飯 
（避難退域時検査まで訓練） 

避難元 移動手段 避難退域時検査 避難先 

宮川小区 バス又は自家用車 うみんぴあ大飯 兵庫県姫路市 姫路みなとド
ーム 

兵庫県姫路市 姫路城下町ホ
テルクレール日笠※ 

※：コロナ禍の避難所確保対策（一部住民が避難先市町のホテルに避難） 

オ 南越前町 

一時集合場所（バス車内等）で安定ヨウ素剤（模擬）の配布を受け移動 

避難元 移動手段 避難退域時検査 避難先 

河野小区 バス 福井県産業会館 永平寺町 上志比小学校 

カ 越前市 

バス避難者は一時集合場所（バス車内等）、自家用車避難者はドライブ

スルー配布会場（越前市役所）にて、安定ヨウ素剤（模擬）の配布を受け

移動 

避難元 移動手段 避難退域時検査 避難先 

国高小、西小、
東小、味真野
小、北新庄小区 

バス又は自家用車 福井県産業会館 石川県小松市 小松市民セン
ター 

越前市在住 
（外国人） 

バス 坂井市 春江Ｂ＆Ｇ海洋セン
ター 

なお、外国人の避難への対応として、フェイスブックを活用した情報伝

達、スマートフォンアプリによる避難指示、自動翻訳アプリ、ピクトグラ

ムなどを活用した。 
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キ 越前町 

バス避難者は一時集合場所（バス車内等）、自家用車避難者はドライブ

スルー配布会場（越前町役場）にて、安定ヨウ素剤（模擬）の配布を受け

移動 

避難元 移動手段 避難退域時検査 避難先 

ライトホープセ
ンター 
(福祉施設) 

バス 福井県産業会館 大野市 希望園 

四ケ浦小区､城
崎小区 

バス又は自家用車 坂井市 加戸小学校 

ク 長浜市 

一時集合場所で安定ヨウ素剤の説明を実施。その後、安定ヨウ素剤の配

布を受けたとの想定で移動 

避難元 移動手段 避難退域時検査（避難中継所） 

富永、高月、古保利及び七郷小学校区 バス 湖北体育館 

ケ 高島市 

一時集合場所で安定ヨウ素剤の説明を実施。その後、安定ヨウ素剤の配

布を受けたとの想定で移動 

避難元 移動手段 避難退域時検査（避難中継所） 

今津東小学校区（東区､西区及び栄区） バス 高島Ｂ＆Ｇ海洋センター 

また、高島市は大津市と協力し、広域避難を想定した住民受入れ訓練を

実施した。住民役の高島市役所職員は、「高島市役所」から、バス及び公

用車により広域避難受入れ施設の大津市「仰木の里市民センター」に移動

し、避難住民の受付手続きなどの手順を確認した。 

コ 揖斐川町 

避難元 移動手段 避難退域時検査 避難先 

坂内地域 自家用車、バス、陸上自衛隊車
両に分乗（警察車両先導） 

揖斐川健康広場 揖斐川町地域交流
センターはなもも 

一部の住民が孤立したとの想定で、県防災ヘリコプター、陸上自衛隊ヘ

リコプターによる空路移動も実施した。 
 

（４）評価結果 

  【良好な事項及び助長策】 

① 一時移転の意思決定訓練 

ア 福井県の一時移転実施に当たっての住民避難の検討 

訓練２日目、福井県内でＯＩＬ２基準値を超える見込み地域の発生を想

定した一時移転検討を行い、福井県原子力災害現地対策本部、滋賀県現地

派遣要員、ＯＦＣ関係機能班及び関係機関において適切な避難計画の策定

について、情報共有や協議、調整等を行い、移転指示の確定をもって合対

協に諮る一連の活動を実地に行った。 

イ 滋賀県の一時移転実施に当たっての住民避難の検討 

訓練３日目、滋賀県内でＯＩＬ２基準値を超える見込み地域の発生を想

定した一時移転検討を行い、滋賀県現地派遣要員、ＯＦＣ関係機能班及び

関係機関において適切な避難計画の策定について、情報共有や協議、調整
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等を行い、移転指示の確定をもって合対協に諮る一連の活動を行い、滋賀

県における一時移転の検討について訓練ができたことは有意義であった。 
（以下、実動訓練に係る確認事項） 

② おおい町総合運動公園体育館への美浜町住民の避難受入れ 

・ 受入れ担当のおおい町職員は、感染症対策を講じつつ適切に対応し、避

難所である体育館内に、美浜町からの一時移転地区別に簡易テントを１

０数張りほど事前に展張するとともに、避難住民によるテント展張の体

験等、実践的な対応を行った。 

③ 敦賀市（北小、東浦小、旧赤崎小及び旧咸新小区）の奈良県への県外避難 

・ 一時集合場所の旧敦賀北小学校（他３カ所）に集合した避難住民は、受

付、体調確認の後、大型バスに乗車、車内で市職員が安定ヨウ素剤（模

擬）を配布し、パンフレットを用いた取扱説明後服用させる等、一連の

手順が確実に行われたことを確認した。 

その後、避難退域時検査場所（賤ケ岳サービスエリア）、拠点避難所

（奈良県奈良市鴻ノ池運動公園）を経由し、避難先の天理市立二階堂小

学校へ移動した。感染症対策を含め、美浜地域の緊急時対応に基づく対

応が適切に行われていることを確認した。 

④ 天理市立二階堂小学校における避難住民受入れ 

・ 天理市立二階堂小学校では、一時移転元の福井県敦賀市職員及び避難先

の奈良県天理市職員が連携し、敦賀市の避難住民の受付や体育館内への

誘導等を行うとともに、避難住民に対して、サーベイメーターによるス

クリーニング検査の体験を行う等、原子力防災に関する住民理解の促進

に努めた。 

⑤ 若狭町（みそみ小及び明倫小区）の兵庫県への県外避難 

・ 一時集合場所の三方Ｂ＆Ｇ海洋センター及び旧明倫小学校に集合した避

難住民は、受付、体調確認の後、大型バスに分乗、車内で町職員（保健

師等）が安定ヨウ素剤（模擬）を配布し、パンフレットを用いた取扱説

明後服用させる等、一連の手順が確実に行われたことを確認した。 

また、同行する自家用車による避難住民は、若狭町上中庁舎において、

安定ヨウ素剤（模擬）の配布を受けた。 

その後、避難退域時検査場所（うみんぴあ大飯）を経由し、車両一時保

管場所（兵庫県三木市三木総合防災公園）まで移動し、自家用車避難者

は、バスへの乗り換え手順を確認した。感染症対策を含め、美浜地域の

緊急時対応に基づく対応が適切に行われていることを確認した。 

⑥ 小浜市（宮川小区）の兵庫県への県外避難 

・ 一時集合場所の旧宮川小学校に集合した避難住民は、受付、体調確認の

後、大型バスに分乗、車内で市職員（保健師）が安定ヨウ素剤（模擬）

を配布し、パンフレットを用いた取扱説明後服用させる等、一連の手順

が確実に行われたことを確認した。 

その後、避難退域時検査場所（うみんぴあ大飯）を経由し、避難先の姫

路みなとドームに移動した。感染症対策を含め、美浜地域の緊急時対応

に基づく対応が適切に行われていることを確認した。 
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⑦ 小浜市（宮川小区）の兵庫県への県外避難におけるバス車内での情報提供 

・ 避難退域時検査場所（うみんぴあ大飯）へ向かう車中、小浜市職員が避

難行程や避難先（兵庫県姫路市姫路みなとドーム）について資料を配布

して説明したほか、原子力発電所の仕組みや安全基準等について紹介し

た後、令和３年度原子力総合防災訓練ＤＶＤを放映する等、住民の不安

軽減と原子力防災への理解促進に着意した対応を確認した。 

⑧ 滋賀県長浜市（高月小学校区）一時集合場所における活動 

・ 一時集合場所の高月小学校に集合した避難住民は、受付後、居住地区ご

とに分けられたスペースにおいて安定ヨウ素剤説明資料が配布され、薬

剤師より、服用時期、アレルギーなどの注意事項を資料に基づいて分か

り易く説明した。また、避難バスへの乗車は、同乗する市職員が先導し

て、居住地区ごと、整斉とバスへ誘導されており、一時集合場所におけ

る一連の活動が円滑に行われていることを確認するとともに、担当職員

は、感染症対策を講じつつ適切に対応していることを確認した。 

⑨ 避難中継所における滋賀県長浜市（高月小学校区）住民の避難退域時検査 

・ 避難中継所の湖北体育館は、滋賀県広域避難計画に基づき、高月小学校

区を含む４つの小学校区の避難退域時検査場所となっていた。 

湖北体育館における車両検査レーンは、敷地スペースの都合から１レー

ンのみであることから、湖北体育館へ向かう経路上（長浜市社会福祉協

議会湖北支所）に、バス待機場所を開設して路上滞留予防措置を講ずる

とともに、バスの発着時刻を調整する等の連携をとり、円滑な車両検査

に努めていることを確認した（連携の細部は、⑩に記載）。また、住民

検査場所は、十分な広さがあり、測定、除染に加え、説明相談エリア、

救護所を併設する等、環境が整備されており、滋賀県原子力災害医療マ

ニュアルに基づき、住民が混乱なく検査を受けていることを確認した。 

⑩ スマートフォンアプリを活用した避難退域時検査に係る情報共有 

・ 湖北体育館での避難退域時検査において、スマートフォンＩＰ無線アプ

リを導入し、車両検査班、交通誘導班、バス待機場所の連絡員との間で

音声グループ通話網を構成し、検査会場関係部署間で音声テキストや映

像配信を活用して情報共有し、車両検査の円滑化を図るという防災ＤＸ

を活用した取組の良好事例を確認した。 

⑪ 多様な手段を用いた避難、代替手段の実行 

・ 実動機関より、ヘリコプター、船舶及び車両等の参加を得て、孤立地域

からの避難についての実効性を確認した。なお、天候不良等により訓練

内容を一部変更したが、状況に応じて代替手段により避難を継続させた

ことは、実災害での対応にも通ずる臨機の処置であり、関係地方公共団

体と実動機関の連携による実践的な対応であった。 

⑫ 広域避難に係る関係職員相互の連携 

・ 高島市から大津市への広域避難を想定した住民受入れ訓練において、職

員相互に避難所の移管手順や避難者の受入れ要領について実地に確認す

ることができた。今後も継続して練度向上を図るとともに、業務手順の

マニュアル化を図る必要があることを確認した。加えて、複数箇所への

同時避難、避難元の市職員が同行できない場合等、多様な想定の訓練が
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必要であることも確認した。（滋賀県高島市） 

⑬ Ｄ－ＮＥＴを活用した住民避難バスの位置情報取得 

・ Ｄ－ＮＥＴを住民避難バスの位置情報取得に活用することで、住民の移

動状況を可視化し、関係者間で効果的に共有することができた。今回、

避難中継所への住民避難の際に活用したが、その他の活用を検討するこ

とで、防災ＤＸとしての原子力防災対策向上が期待できる。（滋賀県） 

⑭ スマートフォン等を活用した避難者情報の把握 

・ 岐阜県は、防災ＤＸの活用として、揖斐川町坂内地域の住民約２０名が

参加し、スマートフォン等による個人を識別・認証する方法を用い、県

及び町が住民の避難情報を把握・集計・共有するシステムの実証実験を

行った。最初の集合場所で住民情報を登録、個別のＱＲコードを発行し

て、以降の避難退域時検査、避難所と移動するごとに、受付で住民から

ＱＲコードの提示を受け、住民の移動状況をシステムが自動収集した。 

  その結果、避難退域時検査、避難所などの各会場に配備したパソコンに

より、職員が避難者情報を瞬時に把握、共有することができた。 

（岐阜県） 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① スマートフォン等を利用した住民情報の把握 

・ 避難住民のスマートフォンアプリを活用した受付について、操作が複雑

であり、簡易な操作方法への改良が必要と認識した。また、アプリ非導

入者に対する受付も不可避であり、アプリの普及率向上を図ること及び

受付におけるアプリ導入、非導入（スマートフォン非携行含む）への対

応要領など、検討が必要であることを確認した。（美浜町及び小浜市） 

・ 避難所における受付用タブレットが、通信環境不良のため、使用可能台

数の制約及び処理能力において不十分であった。避難所の通信環境の事

前確認及び環境の整備が必要であることを確認した。（美浜町） 

・ スマートフォン不保持の避難住民や公衆Ｗｉ－Ｆｉ接続に不慣れな避難

住民が、避難関連施設の特設Ｗｉ-Ｆｉに接続することは困難であり、

住民の避難情報を把握・集計・共有するシステムに供するため、避難住

民へ貸し出せる、特設Ｗｉ-Ｆｉに接続した会場専用のスマートフォン

やタブレット端末を準備する必要性を確認した。（岐阜県）

② 避難バス待機場所を設置した訓練 

・ バス待機場所（長浜市社会福祉協議会湖北支所）から避難中継所（湖北

体育館）へバスが移動するタイミングの判断を担任する交通誘導班への

役割分担が明確にされておらず、若干の混乱があった。事前に任務を周

知、徹底しておくことの重要性を確認した。（長浜市） 
・ バス待機場所（高島市高島支所）から避難中継所へバスが移動するタイ

ミングの統制がうまくいかず、長時間待機する住民が発生した。統制要

員の練度向上とともに、避難中継所の要員（運営本部員）との連携体制

の整理について検討する必要があることを確認した。（高島市） 

③ 平常時からの準備等への気付き 

・ 住民への災害状況の周知を確実に行うため、複数の周知方法の確保及び
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周知すべき情報の整理を行う必要があることを確認した。（美浜町） 

・ 一時集合場所等において、最新の災害や緊急時対応状況等の情報を入手

する要領の標準化を検討する必要があることを確認した。（美浜町） 

・ 警察として所管する避難誘導以外の避難活動についての情報掌握を漏れ

なく行うため、今後、関係機関との情報共有及び情報集約について迅速

確実に行うための検討が必要であることを確認した。（岐阜県警察） 

 

２．２．９ 安定ヨウ素剤緊急配布・服用訓練 

（１） 訓練概要（実動訓練） 

訓練２日目及び３日目、原災本部長指示を受け、ＰＡＺ内の住民避難を実施

する際、安定ヨウ素剤の服用指示を行った。また、ＯＩＬ２基準値を超える地

域の発生に基づき、ＵＰＺ内一部住民の一時移転等を実施する際、住民への安

定ヨウ素剤の緊急配布・服用を行った。（資料２６、２９、３２参照） 
 

（２） 訓練参加機関 

福井県、滋賀県、岐阜県、美浜町、敦賀市、若狭町、小浜市、南越前町、越

前市、越前町、長浜市、高島市、揖斐川町、市立長浜病院、長浜市立湖北病

院、一般社団法人湖北薬剤師会、高島市薬剤師会 等 

 

（３） 実施概要 

ＰＡＺ内から避難する住民に対し、一時集合場所等において安定ヨウ素剤の

事前配布を受けていない住民への緊急配布を行った。また、ＵＰＺ内から一時

移転する住民に対し、避難車両内、一時集合場所、ドライブスルー配布会場及

び避難退域時検査場所等において、緊急配布を行った。 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 安定ヨウ素剤の避難バス車内における配布 

・ 敦賀市の県外避難における確認事項として、避難所へ向けて出発したバ

ス車内にて安定ヨウ素剤の資料を配布し、取り扱い等説明の後、受け取

り同意を確認した上で安定ヨウ素剤（模擬）を配布した。併せて、車内

で安定ヨウ素剤の見本を回覧し、住民に実物に触れる機会を設ける等、

原子力防災に係る住民の意識向上に努めていることを確認した。 

② 安定ヨウ素剤のドライブスルーによる配布 

・ 自家用車避難者を対象に、各市町で公共施設駐車場等にドライブスルー

配布会場を設け、窓越しにアレルギーや年齢、服用希望の有無などを確

認し、安定ヨウ素剤（模擬）を配布した。１台あたり、１～２分程度の

所要時間で配布を行い、緊急時の実施手順を確認した。今後も緊急時の

より円滑な配布が行えるよう継続的に訓練を実施していく。（福井県）

③ 安定ヨウ素剤の配布要領 

・ 安定ヨウ素剤の配布時、従前の問診票形式から、同意書形式に様式を変

更し、安定ヨウ素剤の説明・配布・服用が短時間で実施できることを確

認した。（滋賀県） 
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２．２．１０ 避難退域時検査・簡易除染訓練 

（１） 訓練概要（実動訓練） 

ＵＰＺ内一部住民の一時移転を実施する際、避難経路上に避難退域時検査等

場所を設置し、避難用車両、住民の避難退域時検査及び簡易除染を行った。 
 

（２） 訓練参加機関 

福井県、滋賀県、岐阜県、美浜町、敦賀市、若狭町、小浜市、南越前町、越

前市、越前町、長浜市、高島市、揖斐川町、関西電力株式会社、中部電力株式

会社、日本原子力発電株式会社、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、

長浜赤十字病院、大津赤十字病院、滋賀医科大学医学部附属病院、近江八幡市

立総合医療センター、市立長浜病院、高島市民病院、中日本高速道路株式会

社、陸上自衛隊第３７２施設中隊、公益社団法人福井県診療放射線技師会、公

益社団法人滋賀県診療放射線技師会、公益社団法人岐阜県診療放射線技師会、

公益社団法人京都府放射線技師会、公益社団法人大阪府診療放射線技師会、公

益社団法人兵庫県放射線技師会、公益社団法人奈良県診療放射線技師会、一般

社団法人和歌山県放射線技師会、湖北地域消防本部、高島市消防本部 等 
 

（３） 実施概要 

ＵＰＺ内から一時移転等してきた住民が乗車する車両に対し検査を実施し、

一部に基準を上回る放射性物質の付着を確認した想定により、車両を簡易除染

するとともに、当該車両に乗車する住民に対するサーベイメーターによる検査

を実施し、基準を上回った想定により、簡易除染を行った。（資料５６参照） 
 

（４） 評価結果 

評価員を派遣した福井県における訓練の確認結果並びに滋賀県及び岐阜県に

おける訓練の自己評価による成果を記載する。 

 

【良好な事項及び助長策】 

① 賤ケ岳サービスエリアにおける避難退域時検査及び簡易除染 

・ 福井県は、敦賀市ＵＰＺ内一部住民の一時移転に係る奈良県への県外避

難において、中日本高速道路株式会社の協力を得て、初めて賤ケ岳サー

ビスエリアに避難退域時検査場所を開設して訓練を行った。 

営業中のサービスエリア（上り線）を一般（訓練対象外）と避難退域時

検査場所に二分し、避難退域時検査を行うとともに、数台の車両に基準

値を超えた汚染を確認した想定で、車両指定箇所検査、確認検査及び簡

易除染を実施した。 

全般を通じ、避難退域時検査は円滑に実施されており、避難退域時検査

場所運営の実効性を確認した。今後も、本訓練の成果を精査し、更なる

実効性の向上に期待する。 

② うみんぴあ大飯における避難退域時検査及び簡易除染 

・ 福井県は、美浜町（県内避難）、若狭町及び小浜市（兵庫県への県外避

難）ＵＰＺ内一部住民の一時移転に係る避難において、うみんぴあ大飯

に避難退域時検査場所を開設し訓練を行った。 
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避難退域時検査場所は、大型バス用２レーン、自家用車用２レーンの車

両検査と簡易除染及び住民検査と簡易除染のエリアを設定し、避難退域

時検査を行うとともに、数台の車両に基準値を超えた汚染を確認した想

定で、車両指定箇所検査、確認検査及び簡易除染を実施した。 

全般を通じ、避難退域時検査は円滑に実施されており、避難退域時検査

場所運営の実効性を確認した。今後も、本訓練の成果を精査し、更なる

実効性の向上に期待する。 

③ 関係機関との連携強化 

・ 避難中継所運営（湖北体育館及び高島Ｂ＆Ｇ海洋センター）において、

避難退域時検査・簡易除染を訓練し、原子力災害拠点病院に加えて、原

子力災害医療協力機関の医療チーム及び関西広域連合から派遣された診

療放射線技師会の参加を得て、医療救護を含めて訓練することにより、

県外からの広域的な連携体制を実地に確認した。（滋賀県） 

・ 揖斐川健康広場で実施した避難退域時検査・簡易除染訓練においては、

関西電力株式会社から例年より多数の要員参加を得たほか、静岡県から

ゲートモニターの貸与を受け、車両検査を行う等、より実践的な訓練が

実施できた。（岐阜県） 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

①  マニュアル等の整備 

・ 避難中継所の運営において、初参加の機関でも活動ができるようなマニ

ュアルの整備、事前勉強会の開催等の準備が必要であった。本訓練の実

績を分析、検討、各班の活動を整理して、マニュアルの整備に努める。 

（滋賀県） 

② デジタル技術を活用した避難退域時検査結果記録 

・ 避難退域時検査場所の運営において、汚染検査結果記録紙を入手できず

に検査場所へ来る対象者があり、原因は、住民・消防団員等様々な属性

の対象者に効率的に記録紙を交付することが困難であったためと判明し

た。解決策として、検査会場で速やかに個人認証と記録保存の処理がで

きる設備が有効と考えられ、当該設備整備にあたっては、避難者の全容

把握などにも拡張できるものが有効と考えられるが、システムの肥大化

を避けるためにも必要最小限の仕様を検討していく必要がある。 

（滋賀県） 
 

２．２．１１ 原子力災害医療訓練 

（１） 訓練概要（実動訓練） 

原子力災害医療訓練では、除染必要者の搬送、処置等に係る訓練及び国が備

蓄する安定ヨウ素剤の輸送を実施した。 

① 除染必要者の搬送、処置等に係る訓練 

・発電所で発生した被ばく傷病者、スクリーニング検査で発見した汚染患者

を福井県立病院で受入処置する被ばく・汚染患者の搬送・受入れの訓練を

実施した。（福井県） 
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・消防救急車両による傷病者の搬送、原子力災害拠点病院（長浜赤十字病

院）及び原子力災害医療協力機関（高島市民病院）における原子力災害医

療の訓練を実施した。（滋賀県） 

・原子力災害拠点病院（岐阜大学医学部附属病院）における傷病者受入れテ

ントの設置及びホールボディカウンタの稼働を訓練した。（岐阜県） 

② 国家備蓄安定ヨウ素剤輸送訓練 

警戒事態においてＥＲＣ医療班と関係地方公共団体（福井県、滋賀県及び

岐阜県）との間で、国家備蓄安定ヨウ素剤の輸送に関して調整し、施設敷地

緊急事態へ進展後、滋賀県及び岐阜県への国家備蓄安定ヨウ素剤の輸送を実

施、地方公共団体は指定場所における受入れを実施した。（資料５７参照） 
 

（２） 訓練参加機関 

① 除染必要者の搬送、処置等に係る訓練 

福井県、関西電力株式会社、福井県立病院、福井大学医学部附属病院、福

井赤十字病院、国立大学法人広島大学、滋賀県、長浜赤十字病院、大津赤十

字病院、滋賀医科大学医学部附属病院、近江八幡市立総合医療センター、市

立長浜病院、高島市民病院、岐阜大学医学部附属病院、湖北地域消防本部、

高島市消防本部 
② 国家備蓄安定ヨウ素剤輸送訓練 

内閣府、福井県、滋賀県、岐阜県、滋賀県倉庫協会 

 

（３） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 行政と医療機関との連携体制 

・ 福井県原子力災害現地対策本部と県内３つの原子力災害拠点病院をテレ

ビ会議で接続し、被ばく傷病者の受入れ調整を行う訓練を初めて実施し

た。患者の状況や搬送手段、受入可能数等の情報をリアルタイムで共有

することにより、円滑な受入れ調整を行うことができた。（福井県） 

・ 避難中継所運営本部と原子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機関

との連絡を実施し、連携方法の確認を行うことができた。今後も継続的

に連絡訓練を実施することで、実災害時に速やかに対応できるよう行政

と医療機関との連携体制を強化していく。（滋賀県） 

② 国家備蓄安定ヨウ素剤の輸送と受入れ 

・ 国備蓄の安定ヨウ素剤の緊急輸送訓練により、国からの連絡のタイミン

グ、調整の流れ、手続き等を確認できた。また、実際に安定ヨウ素剤を

輸送したことから、受入れに係る検品方法等を確認できたほか、訓練広

報にも活用でき、有意義であった。本訓練の成果を検証し、調整、受入

れ要領について、マニュアル等への記載を図り、標準化する。（滋賀県） 

 

２．２．１２ 物資調達・供給訓練 

（１） 訓練概要 

原子力災害医療訓練における国家備蓄安定ヨウ素剤輸送訓練により、関係地

方公共団体の物資需要に基づく供給を実施した。 
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（２） 訓練参加機関 

内閣府、福井県、滋賀県、岐阜県、滋賀県倉庫協会 

 

（３） 評価結果 

「２．２．１１ 原子力災害医療訓練」における国家備蓄安定ヨウ素剤輸送

訓練のとおり。 

 

２．２．１３ 交通規制・警戒警備訓練 

（１） 訓練概要（実動訓練） 

緊急事態区分の進展に応じて、警察、海上保安庁等による交通規制、海上警

戒や道路状況の確認等を行った。 
 

（２） 訓練参加機関 

福井県警察、滋賀県警察、岐阜県警察、第八管区海上保安本部（敦賀海上保

安部） 等 

 

（３） 実施概要 

① 交通規制等 

・ ＰＡＺ内への車両流入規制、交通規制及び交通誘導 

② 警戒警備、状況把握等 

・ 警察ヘリコプター及びオフロードバイクによる道路状況の把握、映像配

信等 

・ 道路パトロール及び道路状況の情報共有 

・ 一時移転区域警ら活動 

③ 海上警戒警備 

・ 美浜発電所周辺海域に設定された警戒区域内への、許可のない立入りを

制限するため、第八管区海上保安本部が海上において巡視船艇による警

戒活動を実施するとともに、状況の映像配信を実施 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 交通規制等の活動 

・ 施設敷地緊急事態及び全面緊急事態において、円滑な避難を実施するた

め、交通規制及び必要に応じた避難誘導、警察車両による避難車両の先

導を行った。また、道路状況等の映像配信を行うことで情報を共有し、

地方公共団体の状況把握を容易とした（ＯＦＣにおいても映像共有）。 

② 交通規制の実動訓練 

・ 実災害でも規制が必要と予想される場所での交通規制を実施し、効果的

な実施方法、資機材活用、人員配置等、実地に検証することができた。 

ただし、実災害で訓練と同様の人員が対応できるか予測は難しく、被災

規模に応じた交通規制のパターンは複数検討しておく必要も確認した。 

今後、人員及び資機材について、複数の配置等のパターンを検討する。

（岐阜県警察）
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③ 海上警戒警備 

・ 美浜発電所周辺海域に設定された警戒区域警戒活動を実施するととも

に、周辺海域の映像を配信することで、国及び関係地方公共団体へ情報

を共有した。 
 

２．２．１４ 避難所等における感染症対策訓練 

（１） 訓練概要（実動訓練） 

新型コロナウイルス流行下における原子力災害発生を想定し、住民避難等の

訓練に感染症対策を加えて実施した。 

 

（２） 訓練参加機関 

福井県、滋賀県、岐阜県、美浜町、敦賀市、若狭町、小浜市、南越前町、越

前市、越前町、長浜市、高島市、大津市、揖斐川町 等 

 

（３） 実施概要 

住民が参加する避難等の実動訓練における避難所等の運営において、感染症

対策を施した対応を行った。 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 各訓練場所における感染症対策の徹底 

・ 今回の訓練では、避難所等の施設、避難車両内及び施設、車両への出入

りにおいて感染症対策が徹底されていることを確認した。 

② 福井県における防災ＤＸの活用による感染症対策としての効果 

・ 今回の訓練では、スマートフォンアプリを活用し、避難所における事前

受付を実施した。これは避難所等受付での密を防ぐための感染症対策と

しても有効であり、今後、更なるアプリ普及率の向上等に期待する。 

 

２．３ 原子力事業者が参加主体となる訓練 

２．３．１ 対策本部運営訓練 

（１） 訓練概要 

地震や発電所設備の故障等の発生に伴い、美浜発電所（緊急時対策所）及び

本店（原子力事業本部：美浜町及び本店：大阪市）に原子力緊急時対策本部を

設置し、緊急事態応急対策を指揮するとともに、テレビ会議システム等を活用

し、原子力緊急時対策本部と即応センター、即応センターとＥＲＣとの間で情

報共有を図った。（資料５８－１参照） 
 

（２） 訓練参加機関 

関西電力株式会社、原子力規制委員会 

 

（３） 実施概要 

① 美浜発電所（発電所緊急時対策本部の設置・運営） 

発電所原子力緊急時対策本部（以下「発電所緊急時対策本部」という。）
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において、事故等の進展予測を踏まえた事故拡大防止対策等を決定するとと

もに、発電所緊急時対策本部、本店原子力緊急時対策本部（以下「本店緊急

時対策本部」という。）及びＥＲＣとの間におけるプラント状況及び重大事

故対策に関する情報共有を緊急時対策支援システム（以下「ＥＲＳＳ」とい

う。）やテレビ会議等により行った。 
② 原子力事業者本店 

ア 本店緊急時対策本部の設置・運営 

本店緊急時対策本部を設置し、情報共有に必要なテレビ会議システム、

ＥＲＳＳ等を立上げ、発電所緊急時対策本部からの情報収集を行うととも

に、これら情報の本店緊急時対策本部内への周知、緊急事態に応じた本店

緊急時対策本部における必要な指示（プレス資料の作成、ＯＦＣ等との情

報連携等）及び各機能班からの報告等の活動を実施した。 

イ ＥＲＣプラント班との情報連携 

発電所緊急時対策本部及び本店緊急時対策本部で整理したプラント状況

（主要時系列、緊急時活動レベル（以下「ＥＡＬ」という。）、該当事象

の通報状況、事象発生状況）等に基づき、統合原子力防災ネットワークシ

ステムのテレビ会議を接続、書画カメラによる画像情報も利用し、即応セ

ンターのＥＲＣ対応要員がＥＲＣプラント班との情報共有を実施した。 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 美浜発電所（発電所緊急時対策本部の設置・運営） 

ア 発電所緊急時対策本部における活動 

・ 発電所緊急時対策本部の活動において、指示、報告、情報共有の際、

伝達・受け手の復唱・発信者の確認という「３ＷＡＹコミュニケーシ

ョン」が徹底され、意思疎通及び情報伝達を確実に行う活動を確認し

た。今後、一層洗練されたコミュニケーション活動に期待する。 

イ 体制の発令 

・ 発電所所長（原子力防災管理者）は警戒事象発生後、直ちに警戒体制

を発令して発電所警戒対策本部を設置し、特定事象発生後、直ちに原

子力防災体制を発令し、発電所対策本部長として所要の指示を的確に

行った。各要員は、参集後速やかに行動し、迅速に体制を確立した。 

ウ 事象の進展に対する判断、指示及び報告 

・ 発電所対策本部長は、定期的なブリーフィングのほか、事象の急変に

おいては緊急ブリーフィングを行うなど、適切に認識共有を図り、緊

張感を維持した活動に努めていた。 

・ 各ユニット指揮者は、地震・津波情報、プラント状況等、状況判断に

資する重要情報を速やかに共有した。 

・ 各機能班長は、プラント状況や設備の状態を適宜報告するとともに、

重要情報は、注意喚起のために電子ホイッスルの活用、可視化に着目

したホワイトボードの活用等により確実に情報共有した。 

・ 発電所対外対応専任者は、テレビ会議により本店緊急時対策本部との

間で適宜報告、要請を行い、必要な情報を本部内に伝達するなど、適
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切に情報を管理した。

エ 情報の収集と提供のための資機材等の有効活用 

・ 情報共有の手段として「緊急時情報表示システム（通称Ｍ９５））」

を運用し、状況認識の統一に有効活用していることを確認した。 

・ 大型ディスプレイに機器の作動状況と対応戦略を表示した可視化を活

用したブリーフィングにより、確実な認識共有を図った。 

・ 電子ホワイトボードを活用し、本店緊急時対策本部との迅速な情報共

有を図った。 

・ 原子力災害情報システムへの確実な情報登録による、発電所対策本部

及び本店緊急時対策本部等との確実な情報共有を図った。 

オ 安定ヨウ素剤の服用等の指示 

・ 原災法第１０条事象発生に伴い、発電所対策本部長は、速やかに緊急

被ばく線量限度２５０mSv への引き上げについて、対処要員への作業

従事の意思確認を行うとともに、環境モニタリングを開始し、要員等

へ安定ヨウ素剤の配布を行う等、適切に対応した。 

② 原子力事業者本店 

ア 本店緊急時対策本部の設置・運営 

・ 本店緊急時対策本部は、発電所からの報告に加え、共通運用図（以下

「ＣＯＰ」という。）、安全パラメータ表示システム等を活用したプ

ラント状況、ＥＡＬ状況を入手し、発電所の状況を適切に把握した。 

・ 発電所緊急時対策本部からの電源車支援要請を受け、原子力災害時に

おける原子力事業者間協力協定に基づき、速やかに中国電力株式会社

への支援要請及び輸送を行い、発電所の事故収束活動を支援した。 

イ ＥＲＣプラント班との情報連携

・ 即応センター情報チームは、ＣＯＰ、ＥＲＳＳ、ＥＲＣ備付資料等を

活用し、プラントの状況、事故収束戦略及び進捗状況について、テレ

ビ会議を通じてＥＲＣプラント班へ適切に情報共有した。 

・ ＥＲＣプラント班への共有は、故障した設備の復旧予定・進捗状況に

加え、事故対応戦略の見込みを組み合わせ、明確に説明した。 

・ 中国電力株式会社からの電源車輸送方法についてＥＲＣプラント班を

通して、ＥＲＣ実動対処班と適切に連携した。 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 美浜発電所（発電所緊急時対策本部の設置・運営） 

ア 発電所緊急時対策本部の運営について 

・ ブリーフィング中、本部卓に隣接したテレビ会議の担当者がテレビ会

議にて会話を行っており、ブリーフィングの発話を聞き取り辛い部署

がある場面を確認した。配置、運用要領等は原子力事業者内で検討し

た結果によるものとは思料するが、本部内での適切な情報共有を図る

という点において、必要に応じて検討することに期待する。 

 

２．３．２ 通報連絡訓練 

（１） 訓練概要 
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地震や発電所設備の故障等のＥＡＬ該当判断に伴う原子力事故等の状況につ

いて関係機関への通報連絡を行った。 

 

（２） 訓練参加機関 

関西電力株式会社、原子力規制委員会、関係地方公共団体 等 

 

（３） 実施概要 

警戒事象、原災法第１０条事象及び原災法第１５条事象等の通報文、応急措

置の実施とその概要を記載した原災法第２５条規定の報告文通報を実施すると

ともに、社内外関係機関へのＦＡＸによる一斉送信、着信確認等を実施した。 
 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 社内外関係箇所への通報・連絡 

・ 発電所緊急時対策本部では、プラントの事象に応じて適切に社内外の関

係機関へ警戒事象発生通報、原災法第１０条通報及び第１５条報告等の

通報連絡を行うとともに、ＦＡＸ送信及び着信確認を迅速に実施した。 
・ 情報班は、関係機関へ通報連絡が完了したことを電話による着信確認又

は通報システムの通報結果確認機能により確実に確認した。 
 

２．３．３ 警備・避難誘導訓練 

（１） 訓練概要 

発電所構内作業者等の避難誘導及び避難場所への移動を行うとともに、発電

所敷地内の立入制限を行った。 

 

（２） 訓練参加機関 

関西電力株式会社 等 

 

（３） 実施概要 

発電所内の緊急事態応急対策等の活動に従事しない者等について、避難誘導

員により指定の集合・避難場所に誘導するとともに、正門ゲートの閉止による

発電所敷地内への立入制限措置を実施した。 
 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 避難場所の伝達 

・ 総務班員は所内一斉放送装置を用いて避難場所及び方法を避難者に迅速

に周知した。 
② 避難者人数の把握 

・ 総務班員は、速やかに避難者人数を把握し、避難者に対して、状況説明

及びその後の対応について確実に周知した。 
③ 立入制限の連絡 
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・ 安全管理班長は、警戒体制発令に伴う発電所内への立入制限を、防護本

部へ電話連絡するとともに、所内一斉放送装置により確実に周知した。 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 避難放送について 

・ 避難場所（事務所食堂）近くの玄関ホール前において、構内放送の内容

が聞き取れない（食堂に近づくことで放送内容を確認）状況であった。

事業者職員のほか、協力企業作業員等の入構者に対しても避難情報を漏

れなく提供することは必須であり、少なくとも事務建屋屋内で避難情報

が聞き取れない場所がないよう調査、対応する必要がある。 
 

２．３．４ 原子力事業者を参加主体とした原子力災害医療訓練 

（１） 訓練概要 

発電所構内における放射性物質汚染を伴う傷病者に対する汚染除去等の応急

措置、関係機関への情報連絡、医療機関への搬送を行った。また、施設敷地緊

急事態の発生後２４時間以内に発電所構内における医療提供体制を確立するた

め、県外の関係機関（原子力安全研究協会等）から医療関係者（オンサイト医

療チーム等）の派遣要請及び発電所構内への受入れを行った。（資料５８－１

参照） 
 

（２） 訓練参加機関 

福井県、関西電力株式会社、福井県立病院、福井大学医学部附属病院、福井

赤十字病院、国立大学法人広島大学、公益財団法人原子力安全研究協会、航空

自衛隊 等 
 

（３） 実施概要 

美浜発電所における放射性物質汚染を伴う傷病者発生を想定し、汚染除去等

の応急措置を発電所構内で実施した後、医療機関への搬送を行った。 

また、原子力災害発生後、長期対応を見込んだ時点で、原子力安全研究協会

等にオンサイト医療チーム等の派遣を要請し、発電所へ受入れた。また、オン

サイト医療チームの移動手段等は、ＥＲＣ医療班と連携して調整した。 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 発電所緊急時対策本部への連絡 

・ 発電所緊急時対策本部へ傷病者情報を速やかに伝達するとともに、発電

所緊急時対策本部からの指示内容等、現場対応者へ確実に共有した。 

② 原子力災害医療訓練参加者のチーム内の連携 

・ 派遣要請を受け発電所に到着した原子力安全研究協会のオンサイト医療

チーム、搬送業務を担う総務班及び放射線管理班等が連携し、放射線管

理の下、傷病部位の除染を含む応急処置、搬送方法及び搬送病院選定、

搬送ヘリコプターへ引き継ぐまでの時間管理について情報共有し、限ら

れた時間内に必要な処置を実施した。 

・ 事業所に常勤の産業医が訓練に参加し、診療に積極的に関与しており良
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好な対応であった。 

・ 関西電力病院からオブザーバーが参加しており、オンサイト医療の充実

化の観点から、事業者系病院スタッフの応援、支援は望ましいことであ

り、良好な対応であった。 

・ 原子力安全研究協会のオンサイト医療チームと事業者の医療担当者は、

事前調査等で現地訪問等による面識があったこともあり、良好に連携し

ていた。派遣チームの要員が平素から、発電所等の現地を訪問すること

で、現地の環境等を把握するとともに、事業者スタッフと意見交換する

等、認識共有を図っておくことが緊急時の備えとして重要であることを

確認した。 

③ 傷病者の応急処置 

・ 傷病者の搬送及び緊急医療処置室において応急措置及び汚染拡大防止措

置を適切に実施した。 
・ 緊急医療処置室では、放射線管理班員が汚染測定結果をホワイトボード

に記載して共有しつつ、発電所緊急時対策本部に確実に連絡した。 

・ 応急処置においては、治療行為の実施に際し、適切に新型コロナウイル

ス感染症対策をとりつつ実施した。 
・ 緊急医療処置室は、スペースを効率的に使用し、傷病者の除染時は、適

切かつ迅速に管理区域の設定を行った。また、傷病箇所の除染に吸水用

具（オムツ等）を使用し、汚染水の飛散防止対策を確実に実施した。 

なお、処置室の資機材は常時準備されており、支援チームの資機材と併

せて、十分な資機材が揃っていることを確認した。 

④ 医療機関への搬送 

・ 緊急医療処置室からの傷病者搬送において、傷病箇所・汚染部位の汚染

拡大防止措置を確実に実施するとともに、傷病者の搬入・搬出は、一方

通行でルート設定した。 

・ 救急車及び搬送ヘリコプターには、看護師及び放射線管理班員が同乗す

るとともに、搬送先の病院へも、看護師と汚染管理の放射線管理班員を

派遣し、搬送後の連携の維持を図った。 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 傷病者の応急処置 

・ 除染に使用するガーゼは、実発災を想定すると不足する可能性もあるた

め、予備の充足が必要である。 

 

２．３．５ 事故収束訓練 

（１） 訓練概要 

施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の発生に伴い、発電所が保有する重大事

故等対処設備を活用した事故拡大防止措置を行った。（資料５８－２参照） 

 

（２） 訓練参加機関 

関西電力株式会社、中国電力株式会社
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（３） 実施概要 

放射性物質放出抑制対策として、大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲を設

置し、必要なホース敷設等を行った（一部模擬）。 

また、電源応急復旧対策として、中国電力の電源車を美浜発電所構内に移動

し、電源供給のためのケーブル敷設準備等を行った。 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲及びホースの移動、並びに敷設 

・ 大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲及びホースの設置場所までの移動は

指揮者が確実に指揮し、車両の誘導には、大音量の電子ホイッスル及び

誘導棒を活用し、安全かつ円滑に実施した。 

・ １２人のチームで実施した訓練は、ドライ（放水無し）ではあったが、

的確かつ迅速に作業が実施され、練度の高さを確認した。 

② 中国電力電源車からの電源接続 

・ 電源車に接続されたケーブルを中国電力支援要員と協力し、定められた

共通手順書に基づき発電所の電源接続盤までの敷設を円滑に実施した。 

・ ５人の混成チーム（関西電力２人、中国電力３人）のチームワークは良

好であり、ケーブルの接続から電源車を起動させるまでの一連の安全確

認の為の声掛けもしっかりとなされており練度の高さを確認した。 

今後、夜間の環境やケーブル又はアタッチメント故障等のアクシデント

を盛り込む等、より過酷な状況を設定することで、より高度な訓練を検

討する等、いかなるトラブルにも対応できる能力の向上に期待する。 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 大容量ポンプ（放水砲用）、放水砲及びホースの移動、並びに敷設 

・ ホースの接続等、重要なポイントでの指差し呼称が十分でない場面があ

り、改善が必要である。 

・ 大容量ポンプの設置から、ホース敷設及び放水砲を設置の間、バディ・

システム（２名１組体制）が維持されていない場面が確認された。個々

の能力は高いものの、より安全かつ確実に活動するため、バディ・シス

テムの維持を推奨する。 

 

２．３．６ 原子力事業所災害対策支援拠点運営訓練 

（１） 訓練概要 

原子力事業所災害対策支援拠点（以下「災害対策支援拠点」という。）の設

置、運営を行い、即応センター、ＯＦＣ等との情報共有を行った。（資料５８

－３参照） 

 

（２） 訓練参加機関 

関西電力株式会社、原子力規制委員会 

 

（３） 実施概要 
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災害対策支援拠点の設置、運営を行うとともに、設営状況に関する本店緊急

時対策本部との情報共有や、発電所支援に関するＯＦＣ等との連携のため、本

店緊急時対策本部及びＯＦＣ等の間で、衛星通信システムによる通信連絡体制

を確立し、電話・ＦＡＸによる通信を実施した。また、発電所支援要員の汚染

区域と非汚染区域の境界における出入管理・汚染測定を行うスクリーニングテ

ントや車両の汚染測定及び汚染除去を行う車両除染場の設置、運営を行った。 
 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 災害対策支援拠点の選定及び周知 

・ 原子力事業者防災業務計画に指定した候補地点から、災害状況等を考慮

して最適な支援拠点を選定し、本店対策本部に周知した。 
・ 災害対策支援拠点の選定及び設営開始を遅滞なく原子力規制庁の派遣要

員に連絡するとともに、ＯＦＣの原子力防災専門官にも連絡した。 
② 災害対策支援拠点の設営 

・ 前線施設において、設営前ブリーフィングにより、要員の役割を確実に

付与して作業を実施し、迅速にスクリーニングテント等を設置した。 

・ 車両の入退域ルートが明確になるよう、看板とカラーコーンを設置して

入退域ルートを可視化し、入退域の円滑化を図るとともに、重要な箇所

には誘導員を配置し、現場の安全に配慮した設営を実施した。 

③ 通信連絡設備を用いた情報入手・情報共有 

・ 中核施設において、衛星通信システム等の複数の通信手段を準備し、本

店緊急時対策本部とテレビ会議等による通信連絡体制を確立した。また

原子力災害情報システム等により発電所等の情報及び拠点の環境放射線

等について確実に情報共有を実施した。 

④ 災害対策支援拠点に派遣された社内外関係機関との情報共有・情報連携 

・ 災害対策支援拠点へ派遣された他原子力事業者等に対して対応状況等を

共有し、支援要員、資機材等の手配に係る調整を円滑に実施した。 
・ 中核施設において、原子力規制庁派遣要員に可搬型衛星設備の通信状況

並びに支援拠点設営状況の確認を受ける等、密接な情報共有を図った。 

⑤ 災害対策支援拠点に派遣された社内外関係機関の要員に係る受入・確認 

・ 協力施設において、災害対策支援拠点へ派遣された他原子力事業者等の

集結状況を確実に共有した。 

⑥ 想定される汚染区域と非汚染区域の境界における要員等の出入り管理 

・ 前線施設において、発電所支援等要員の警戒区域内への出入管理業務、

汚染測定及び除染業務を適切に実施した。細部は以下のとおり。 

ⅰ） 要員の汚染検査・除染における適切なゾーンニングによる円滑なス

クリーニング・除染作業 

ⅱ） 退域者のタイベックスーツ脱衣や除染における適切な指導 

ⅲ） 廃棄物の適切な仕分け・廃棄 

ⅳ） 確実なスクリーニング後の車両通行ルート設定（汚染車両と非汚染

車両の弁別） 

ⅴ） 車両汚染の有無を可視化（識別表示）
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ⅵ） エリアリーダーの配置による組織的な車両の汚染検査・除染作業 

ⅶ） 車両の汚染検査エリア及び除染エリアにおける徹底した残量汚染物

質のサーベイ 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 確実な通信覆域の確認 

・ 前線施設設営時に各要員の配置場所での通信確認を実施しておらず、配

置後に通信が途絶する場面が生じた。要員配置の時点で通信確認を行う

ようマニュアル等に明記する必要がある。 
② 警戒区域退域時の手順 

・ 前線施設において、警戒区域から退域する要員に対するタイベックスー

ツの適切な脱衣手順が明示されておらず、脱衣時に身体へ放射性物質が

付着するリスクがあった。適切なタイベックスーツ脱衣手順を工夫し、

マニュアル等に明記する必要がある。 

 

２．３．７ 原子力事業者支援連携訓練 

（１） 訓練概要 

原子力災害時における原子力事業者間の協力協定等に基づく、協力要員派

遣、資機材提供の支援要請連絡及び美浜原子力緊急事態支援センターからの遠

隔操作資機材の美浜発電所への搬送連携等を行った。（資料５８－４参照） 

 

（２） 訓練参加機関 

関西電力株式会社、北海道電力株式会社、東北電力株式会社、東京電力ＨＤ

株式会社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、中国電力株式会社、四国電

力株式会社、九州電力株式会社､日本原子力発電株式会社､電源開発株式会社、

日本原燃株式会社、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、美浜原子力緊

急事態支援センター 
 

（３） 実施概要 

原子力災害時における原子力事業者間の協力協定に基づき、他の原子力事業

者への情報連絡、資機材提供・要員派遣協力に係る情報提供・支援要請の連

絡、避難退域時検査協力への要員派遣及び検査協力を行った。また、原子力緊

急事態支援組織の運営に関する基本協定に基づき、美浜原子力緊急事態支援セ

ンターへの情報連絡、遠隔操作資機材提供・要員派遣協力に関わる情報提供・

支援要請の連絡、発電所への遠隔操作資機材の搬送連携等を行った。 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 支援要請 

・ 原災法第１０条に該当する事象の発生後、協定先への情報共有及び状況

を踏まえた要員、資機材等の支援協力要請を速やかに実施した。 

② 避難退域時検査における協力 

・ 原子力事業者間の協力協定等に基づき、発災事業者による避難退域時検
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査協力への迅速な要員派遣及び検査協力を実施した。 

③ 原子力緊急時支援組織との遠隔操作資機材の搬送連携等 

・ 美浜原子力緊急事態支援センターの要員及び遠隔操作資機材を、美浜発

電所へ搬送する一連の連携した活動を訓練した。また、屋外作業への影

響確認のため、ドローンによる瓦礫や放射線量等の構内の被害状況を把

握した上で、無線重機による瓦礫撤去、小型ロボットによる盤の開放・

スイッチ操作等の遠隔操作資機材を活用した実践的な訓練を実施した。 

 

２．３．８ 原子力事業者を参加主体とした緊急時モニタリング訓練 

（１） 訓練概要 

発電所緊急時対策本部からの指示に基づく必要なモニタリングポイントへの

測定機器の配備及び測定結果の連絡を行った。（資料５８－４参照） 
 

（２） 訓練参加機関 

関西電力株式会社 

 

（３） 実施概要 

発電所緊急時対策本部からの指示に基づく発電所敷地内の必要なモニタリン

グ箇所への測定機器の配備、放射線量率等の測定及び発電所緊急時対策本部へ

の連絡を実施した。 

 

（４） 評価結果 

【良好な事項及び助長策】 

① 可搬型モニタリングポストの設置 

・ 現場要員と発電所緊急時対策本部間は保安電話（携帯型）で連絡を行っ

ており、更に代替手段として無線通話装置（携帯型）を準備した。 

・ 可搬型モニタリングポストの設置は、４名の要員が連携し、運搬車両か

らの卸下、設置場所（方向）確定、台座の固定、測定器電源投入、測定

値及び伝送状態等確認の一連の作業を円滑に実施した。 

今後は、声がけの安全確認に加え、指差呼称により確実に状態を共有す

る等、一層の安全性、確実性等の向上を図ることが望ましい。 

・ 設置場所に到着後、車両からモニタリングポストを卸下し、設置完了ま

で約６分で作業が終了した。モニタリングポストの設置場所（方向）も

正確であり、練度の高いことを確認した。 

② モニタリングカーによる空間線量率測定及び試料採取 

・ モニタリングカーと発電所緊急時対策本部とは保安電話（携帯型）で連

絡を行い、さらに代替手段として無線通話装置（車載型）を準備した。 

・ 出動準備指示から出動までの間に測定機器動作確認を迅速に実施した。 

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① 可搬型モニタリングポストの搬出 

・ 可搬型モニタリングポスト（３基）を緊急時対策所内の保管区画から屋

外へ搬出する際には出入口の段差（屋外が３０㎝程度低い）があり、車
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載移動する３基は出入口に寄せたリフト機能付き台車（荷台高さ約３０

㎝）へ水平移動で乗せることによって段差を解消していたが、手押し移

動する１基は人力のみで段差部分を降ろしていた。 

重量物を運搬する経路に段差がある場合、段差解消手段（スロープ板）

を準備する又は、運搬手順（リフター等）を計画する等検討し、潜在的

な危険箇所における対応手順を標準化する等の対応が必要である。 

 

２．４ その他 

２．４．１ Ｄ－ＮＥＴ研究協力 

（１） 訓練概要 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構が研究・開発したＤ－ＮＥＴを活用

し、被害状況及び実動機関の活動状況、並びに住民避難に関する各種情報の総

合的な把握に係る有用性の確認に協力した。 

 

（２） 訓練参加機関 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構、内閣官房、警察庁、海上保安庁

（第八管区海上保安本部）、消防庁、防衛省、福井県庁、滋賀県庁、岐阜県庁 
 

（３） 実施概要等 

被害状況を情報入力・表示用端末に反映させるとともに、航空機、船艇及び

避難車両等の活動情報及び位置情報発信用の端末を搭載した活動中の移動体位

置情報をリアルタイムに掌握できることを実動訓練において確認した。 
 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

① Ｄ－ＮＥＴの活用方法等についての検討 

・ システムの有用性は把握できているが、本訓練においては実動訓練に限

定された活用となった。本システムは、本来、実災害において、各拠点

等が避難活動全般及び緊急時モニタリングの状況などをＣＯＰとして共

有することが期待できるシステムであり、より一層の機能及び有用性の

普及には、運用ルールの整理が必要である。併せて、引き続き原子力総

合防災訓練における活用方法の検討は深化が必要である。 
 

３ 訓練方法の評価結果 

本年度の原子力総合防災訓練の訓練方法の評価結果は、以下のとおり。 

 

３．１ 訓練方法の評価の重要性 

防災計画、緊急時の対応体制及び関係マニュアル等（Plan）の継続的な改善（Ac

tion）につながる課題や教訓を訓練の評価（Check）によって抽出するためには、

訓練（Do）の内容や方式が、より実践的で質の高いものとなるよう、訓練方法の評

価も重要である。 

このため、原子力総合防災訓練の評価においては、訓練方法の評価も行った。 

 

３．２ 訓練方法の評価結果 
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訓練方法の評価を行った結果、訓練全体の企画等に係る事項及び個々の訓練項目

に係る確認事項を整理した。 

 
３．２．１ 訓練全体の企画等に係る事項 

【良好な事項及び助長策】 

（１） 防護措置実施に係る意思決定訓練の企画 

訓練２日目、意思決定訓練として行った一時移転に係る訓練は、限られた訓

練期間の中で、訓練時間をスキップするとともに、ＯＩＬ２の基準を超える空

間放射線量率が継続して計測された状況及び屋内退避の解除済みの状況を付与

する等、訓練再開後の議論の発散を抑止し、主に現地における一時移転に係る

オペレーションの練度向上に狙いを絞った企画であり、その観点で目的を達成

することができた。 
 

（２） 組織的活動要領への習熟を図る訓練の企画 

原子力総合防災訓練までの段階的訓練の中で、ＰＡＺ内の住民避難等に係る

検討、原災本部の設置及び原災本部会議の開催準備等といった、訓練時間スキ

ップ間に実施される主要活動の一部を訓練する機会を設定したことにより、実

災害時における組織的活動要領に係る要員の習熟に寄与することができた。 
 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

（１） 訓練効果を上げるための企画実行の困難性について 

訓練２日目の一時移転に係る意思決定訓練における、訓練時間スキップの際

に付与した「屋内退避は解除済み」という状況は、円滑な訓練進行を期し、訓

練参加者への事前説明を尽くしたものの、訓練中、屋内退避解除から派生する

安定ヨウ素剤服用指示の状況、住民への広報の状況等々、数件の状況認識に係

る戸惑いや疑問を訓練参加者に与えたことを確認しており、訓練時間スキップ

を伴う企画に付随した状況認識の統一に係る困難性を確認した。 

今後、同種の訓練にあっては、訓練企画への様々な工夫を取り入れることで

派生する各種状況設定等の困難性を考慮した上で、訓練の焦点とする事項に関

連した防護措置等に係る課題は、机上訓練を別途計画する等により、効果的に

課題検討等の深化を図る必要がある。 

特に屋内退避の解除に係る対応については、原子力災害対策指針等への反映

が必要な事項として検討段階ではあるものの、具体的には、ＯＩＬ２による一

時移転対象地域と屋内退避解除地域の併存が住民に与える影響や、必要な交通

規制及び広報内容等について検討が必要であったことを確認している。 
 

（２） 訓練中に検討ができなかった項目への対応について 

同じく訓練２日目の一時移転に係る意思決定訓練において、中央では、地方

公共団体が計画した一時移転の計画について、計画の詳細確認（計画決定の背

景等）として、代替の避難経路、避難退域時検査場所及び必要な交通規制の要

領などについて、懸念事項等を抽出して、中央及びＯＦＣ関係機能班の間で確

認等を行いつつも、訓練参加者として、訓練上の時間的制約を考慮し、一部の

検討を省略して一連の指示発出のプロセスを終えたところで指示を発出した。 
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本件は、訓練上、計画した訓練時間スキップ及び合対協全体会議のタイミン

グによる時間的制約があったが、本来は、中央における確認や検討に当てる時

間が作為できる事象である。今後、机上訓練を別途計画する等により、今回十

分にできなかった課題検討等の深化を図る必要があることを確認した。 

 

（３） 各拠点の特色を生かした訓練企画の検討について 

今回の訓練では、一時移転に係るオペレーションの練度向上に狙いを絞った

訓練を企画して成果を得たものの、一方で、この間、中央において、活動所要

がなく、活動が閑散となる機能班があったことも確認されている。今後、原子

力総合防災訓練における訓練企画へ様々な工夫を取り入れることへの困難性も

考慮した上で、訓練の一部に拠点ごとの主要活動に焦点を当て、個別並行して

訓練する計画の検討を行うほか、机上訓練を別途計画する等、各拠点におい

て、より充実した訓練ができるような検討も必要であることを確認した。 

 

（４） テレビ会議システム活用の余地に係る周知、徹底について 

今回の訓練では、官邸、内閣府本府庁舎、ＥＲＣ、ＯＦＣ及び関係地方公共

団体との間で、テレビ会議による臨機の情報共有や状況確認等は実施していな

い。これは、原災本部会議等の主要な会議における接続拠点数の制限を考慮し

たテレビ会議の接続統制が、訓練参加者の一部に、訓練全期間でテレビ会議開

催は統制されていると誤認（訓練参加者判断での使用は不可との認識があっ

た。）をされていたことが一因であった。 

原災マニュアルでは、事象進展後の緊急事態区分の進展に備えた防護措置等

に関する検討について、国と関係地方公共団体との間で状況確認や情報共有等

を行うとされており、今回の訓練でも、テレビ会議を活用した国と関係地方公

共団体との情報共有等の場を訓練参加者判断で調整し、状況に応じて臨機にテ

レビ会議を開催できる余地はあったことから、誤解を生まないような周知、徹

底の必要があったことを確認した。 

 

３．２．２ 個々の訓練項目に係る事項 

【良好な事項及び助長策】 

（１） 住民避難に係る訓練における代替避難手段の確保 

実動訓練において、天候不良等により訓練の内容を一部変更したが、代替手

段により訓練を継続させたことは、周到な準備による成果であり、代替手段を

含めた計画立案等、周到な準備の重要性を確認した。

 

【改善すべき事項及び今後の対策】 

（１） 機能班等の実行力向上のための訓練計画 

今回の訓練では、ＥＲＣから実動組織への出動調整を要する場面がなかった

が、関係機能班等の実行力向上のため、ＥＲＣにおいて実動組織への要請に係

る方針を検討し、実行の調整を行う等の訓練ができるような状況付与も求めら

れるところであった。 

本件は一例であるが、このような状況の作為は、訓練参加者である機能班等

から実行力向上に資する具体的な訓練内容の要望が、訓練の計画段階に提示さ
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れ、所要の検討を経て計画に取り込むといった組織的な取り組みが望ましく、

改めて、訓練管理組織への関係者全体の積極的な参画の重要性を確認した。 

 
（２） 緊急時モニタリング訓練における訓練計画の策定 

今回の訓練計画では、緊急事態宣言発出の訓練時間スキップにより、放射性

物質の放出開始、モニタリング情報共有・公表システムによるモニタリングポ

スト指示値の監視、ＯＩＬ２に係る緊急時モニタリング実施計画及び指示書の

検討等に係るＥＭＣ訓練も省略された。今後は、ＥＭＣ活動における実行力向

上のため、訓練計画の工夫、もしくは、放射性物質の放出に係るＥＭＣ訓練を

要素訓練として別途計画する等について検討する必要があることを確認した。 
 

４ 外部専門家による提言等 

外部専門家による評価結果については、本節の第１項から第３項のそれぞれの評価

結果に含めて整理しているが、本項では、各訓練項目等に捉われず、今後、更なる緊

急時対応能力の向上を図るための目標検討等に際し、参考とすべき原子力総合防災訓

練全体への専門的視点に基づく提言等について取りまとめた。（資料９参照） 

 

４．１ 拠点等ごとの確認結果からの提言等 

４．１．１ 全般 

（１） 自然災害起因の複合災害による影響の考慮について 

今回の訓練の状況であれば、地方公共団体は、地震被害に対する活動と並行

して、原子力災害へ対処する。災害対応や住民の行動等で予期しない計画変更

が常に起こりうるということは考慮しておくべき事項である。 
その観点から、今後、対応能力の一層の向上を期し、現地の自然災害への対

応に応じて、防護措置等の対応を変更せざるを得ない判断を求めるシナリオの

設定等、各拠点の活動に影響するようなシナリオも検討してはどうだろうか。 
 

（２） 指揮活動を必要とする事態対処の訓練について 

行政機関の要員の多くは、緊急時対応における組織運用に必要な指揮活動へ

の馴染みが薄い傾向にあると思料するが、実災害では、刻々と変化する状況下

で、情報を収集し、整理、報告して、指揮者が状況判断して対応方針を決定

し、全体に指示等を徹底して一元的に活動するという指揮活動が必要である。 
シナリオ提示型の訓練では、自発的な指揮活動は実行し難い面はあるもの

の、拠点等の対応能力の一層の向上のため、全体で情報共有し、認識統一を図

りつつ、対応方針を決定し、組織が一丸となり活動するという指揮活動が必要

となるような状況を部分的にでも設定することを検討してはどうだろうか。 

またこの際、より実災害に近い対応の訓練とするため、複数の状況が同時並

行的に発生し、マニュアル等を応用しつつ臨機の対処が必要となるような訓練

シナリオも検討してはどうだろうか。 
 

（３） 情報収集及び共有の体制について 

全体として、ＮＩＳＳによる情報の登録で満足せず、各拠点、機能班として

必要な情報を確実に共有する仕組みの強化が望まれるとともに、受け身で情報
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を待つのではなく、積極的に情報を収集する体制について、物心両面での強化

を検討することが望ましい。 
 

（４） 情報共有の在り方について 

（３）に関連し、ＮＩＳＳ等、情報共有システムの活用は、災害対応の迅速

性、正確性などの向上に繋がる有用なツールであるが、実災害時における混乱

した状況を想像した場合、全ての情報共有を同システムに委ねる事には若干の

不安を感じる。情報の詳細等の確認のため、対面で問合せる、課題を共有しあ

う行為も重要な対応である。対面での情報共有等に併せて情報共有システムを

活用する事で高度な情報共有が可能となり、緊急時対応能力が向上するものと

思料する。 
 

（５） 実行力を高める訓練に向けた訓練企画の工夫について 

総合防災訓練はシナリオに沿った手順確認に主眼が置かれがちであるが、今

回は、ＵＰＺ住民の一時移転検討を目的とした訓練が実施され、「アウトプッ

ト重視の訓練」に向かう良い変化として確認した。また、訓練の検証を、一時

移転の検討や国と地方公共団体等との調整実務に焦点を当てて確認した点も、

実行力の向上には効果的であった。 
 

（６） 円滑な訓練進行、時間管理について 

訓練時間のスキップは、訓練の仕組みとして複雑であるが、過去の訓練から

の経験の蓄積があり、訓練参加者及び統制部の双方が大きく混乱することなく

実施できており、訓練技法としては定着化していることを確認した。 

 

（７） 状況付与計画について 

状況付与計画（ＭＳＥＬ）の完成度が非常に高く、米国防総省が示している

ＨＳＥＥＰ（国土安全保障省訓練評価プログラム: Homeland Security Exerci

se Evaluation Program）に準拠したレベルであることを確認した。 

 

４．１．２ 本府及びＥＲＣ 

（１） ＥＲＣにおける情報収集・処理・共有の在り方について 

特に、情報の流れに係る中枢となるＥＲＣにおいては、断片的な情報資料

（インフォメーション）を、情報（インテリジェンス）に処理して活用する必

要があり、この情報処理の作業をどの部署が担当するのか決めておくべきであ

る。関係する機関が多くなれば、一層この情報処理が重要となる。今後、情報

処理と共有要領の深化を検討してはどうだろうか。 
 

（２） ＥＲＣ内の設備等について 

ＥＲＣの原子力規制委員及び全体指揮の座席が総括班のモニター裏にあり、

ＥＲＣの活動が確認困難な位置にある。配置等の工夫をしてはどうだろうか。 
 

４．１．３ ＯＦＣ 

（１） ＯＦＣにおける訓練について 
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複合災害対応時は、参集者自身が被災する事もあり、計画に定めた要員の参

集が困難となる事も予想されることから、定数に満たない状況での初動の訓練

も検討してはどうだろうか。 
 

（２） デジタル化された活動の理解と機器取り扱いへの習熟について 

参加者のほとんどがオンラインコミュニケーションに慣れており、紙文書の

やり取りが極小化している。情報整理もほぼデジタル化され、電子ホワイトボ

ード、ＮＩＳＳ、ＷＥＢ会議システムなど、情報連絡・共有のためのＩＴ機器

やデジタル情報が積極的に活用されており、全般的にＯＦＣの各種機器の取り

扱いの習熟度が高いことを確認した。 
 

（３） ＯＦＣ内での情報共有体制の向上について 

ＯＦＣ全体として災害等の状況を俯瞰して共有し、共通認識の下で状況判断

できる体制への一層の向上策として、ＥＲＣが作成する「とりまとめ報」等を

活用してＯＦＣ全体で認識共有する場を設けることに加え、随時、全体会議ス

ペースの大型スクリーンや中型、小型モニターへ住民避難の検討状況及び住民

避難の現状等、全体での進捗管理に必要な情報を共有する等の標準化を検討し

てはどうだろうか。 

 

（４） 現地対策本部等の事務局機能の強化 

現地対策本部等（事故現地対策本部、原災現地本部等）の事務局として、組

織的な対応力の更なる向上のためには、本部長や事務局長に情報をリアルタイ

ムで集約する事務局体制の強化が必要であり、その観点から総括班の全体統制

機能の強化も必要と考える。例えば、避難計画策定時の内容のチェック、調整

作業等のスケジューリングなど、作業管理責任を総括班へ付与する等を検討し

てはどうだろうか。 
また、現地対策本部等の事務局として、中央との連携強化も検討すべきであ

る。訓練シナリオ上、会議のスケジュールが決まっており、状況に即した自主

的な活動を積極的に実施し難い状況はあるものの、官邸やＥＲＣ事務局との全

体総括に係るコミュニケーションは国全体の有機的な活動には不可欠である。 
 

（５） 国として準備すべきラストマイル対策の論点とその考え方の明確化 

ＯＦＣは、中央で決定される防護措置の基本的な方針を具体的な計画に落と

し込む、仕上げ段階（ラストマイル）の現地における調整の役割を持っている

と考えられる。国として、この役割を果たすためには、不確定要素や競合する

要素等を事前に洗い出し、考え方を事前に整理しておくことが重要である。例

えば、一時移転に係る地域の移転順序の考え方等について、事前に整理してリ

スト化しておくなどの標準化を検討してはどうだろうか。 

 

（６） 国として準備すべき住民の視点に立った対策、情報提供に係る考え方の

明確化 

訓練１日目の第１回事故連合同会議では、施設敷地緊急事態要避難者の「避

難路が確保されるまで屋内退避」の方針が確認されたが、当該方針の公表後に
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生じることが予見される住民の不安に応える対策及び情報提供のあり方（例え

ば、道路復旧見込み、避難開始時期の見込み、屋内退避中の生活態様、等々）

など、住民の視点に立った対策、情報提供に係る方針の確認なども必要であっ

たと考えられる。一方で、災害時に会議等の場で、当該事項の深い議論や検討

は、時間的にも困難であることは自明であり、国として、住民の視点に立った

対策、情報提供に係る考え方等、事前に整理してリスト化しておくなどの標準

化を検討してはどうだろうか。 

この際、住民に安心してもらうための情報としては、ＥＢＰＭ（証拠に基づ

く政策立案：Evidence-Based Policy Making）の視点から合理的根拠に基づき

丁寧な説明ができる対策の案出に留意することが望ましい。 

 

４．１．４ ＥＭＣ 

（１） 各グループ、担当が相互に連携したＥＭＣ運営 

訓練時間スキップにより、一部のＥＭＣ活動に係る訓練が省略されたことを

受け、今後、訓練計画を検討することに加え、国が計画する研修や図上演習の

充実化も検討してはどうだろうか。（関連：「３．２．３緊急時モニタリング

訓練」における【改善すべき事項及び今後の対策】） 
 

４．１．５ オンサイト 

（１） オンサイト医療に係る訓練想定について 

今回の訓練では、大気放出やベント等により環境が悪化していないフェーズ

で行われたが、環境の異なる状況下では、必要な装備品や実施事項が大きく変

わるため、今後は、原子力事業者が計画する訓練に取り入れて実証することを

検討してはどうだろうか。 
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本報告書は、令和４年１１月に実施した原子力総合防災訓練について、あらかじめ定め

た訓練の評価要領に基づき、訓練の実施成果として取りまとめたものである。 

今後は、本報告書で取りまとめた訓練の評価結果等を踏まえ、美浜地域原子力防災協議

会における検討を通じた「美浜地域の緊急時対応」の改定や、各種計画・マニュアル類の

改善等を進めていく。 

また、今回の訓練では十分に実施できなかった項目をはじめ、訓練項目や訓練方法の更

なる充実・高度化を図り、原子力防災に係る訓練が、より実践的な訓練となるよう不断の

検討を進めていく。 
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